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◇大和高田市議会委員会条例の一部を改正する条例（議会） 

１ 理由    

   令和３年４月１日に施行する大和高田市行政組織条例の一部改正に伴い、行政組織機構改革を

受けて、市議会常任委員会の所管する部局の名称が変更及び追加となることに伴い、規程を改正

するものです。 

２ 内容 

  ・第２条第２項第１号中「財務部」を「総務部」に、同項第２号「市民部」を「市民生活部、地

域振興部」に改めます。 

・  ・附則で、新たに委員の選任等を要しない旨の経過措置を講じます。 

   また、所管事務調査及び付託されている継続審査事件は引き続き新条例に基づく常任委員会で

行うこととする旨の経過措置を講じます。 

３ 施行期日 

令和３年４月１日 

 

◇新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律及び新型インフルエンザ等対策特

別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令の施

行に伴う関係条例の整備に関する条例（法務情報課） 

１ 理由 

新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正及び新型コロナウイルス感染症を指定感染症と

して定める等の政令の廃止により、新型コロナウイルス感染症を定義する同法附則１条の２及び

同令第１条が削られたことに伴い、同条を引用する例規について所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

   ③ 大和高田市国民健康保険天満診療所条例（昭和３２年条例第２１号）附則第３項 

３ 施行期日 

公布の日 

 

◇大和高田市犯罪被害者等支援条例（生活安全課） 

１ 理由 

１ 新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令第１条を引用する方法により
新型コロナウイルス感染症を定義する次に掲げる規定を、同条を引用することなく直接定義す
る規定に改めます。 

   ① 大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年条例第１４号）第３６条の２０ 
２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法附則第１条の２を引用する方法により新型コロナウイ
ルス感染症を定義する次に掲げる規定を、同条を引用することなく直接定義する規定に改めます。 

   ① 大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）附則第１４項 
   ② 大和高田市国民健康保険条例（昭和３６年条例第１号）附則第２項 

公布された条例のあらまし 
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犯罪被害者等基本法に基づき、犯罪被害者等を支援するための施策を総合的に推進していくた

め、施策の基本となる事項を定める条例を制定するものです。 

２ 内容 

１ 犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、市及び市民等の責務を明らかにするとともに、

関係機関等と相互に連携を図り施策を推進します。（第３条～第５条関係） 

２ 相談に応じ情報の提供や助言を行う窓口を設置します。（第６条関係） 

３ 次の区分による見舞金を支給します。（第７条関係） 

遺族見舞金300,000円 

傷害見舞金100,000円 

４ 居住の安定を図るため必要な施策を講じます。（第８条関係） 

５ 市民等の理解を深めるための広報啓発を行います。（第９条関係） 

６ 民間支援団体が犯罪被害者等への支援を円滑に実施できるよう必要な支援を行います。（第

10条関係） 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日 

 

◇大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例（介護保険課） 

１ 理由 

第８期介護保険事業計画期間における介護保険料の保険料率の改定及び平成３０年度税制改

正に伴う介護保険法施行令の改正を受けた規定整備を行うほか、新型インフルエンザ等対策特別

措置法の改正に伴い、同法を引用する規定について所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

１ 第８期介護保険事業計画期間（令和３年度から令和５年度）における第１号被保険者介護保

険料の保険料率を改定します。（第４条関係） 

２ 令和３年度から令和５年度の居宅介護サービス費等の額に係る所得の額の算定における給与

所得又は公的年金等に係る所得を有する第一号被保険者の合計所得金額の計算について、給与

所得又は公的年金等に係る所得を有する受給資格者の総所得金額の計算に当たり、給与所得の

金額及び公的年金等に係る所得の金額の合計額から 10万円を控除する措置を行います。（新附

則第 10条関係） 

３ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正により新型コロナウイルス感染症を定義する同

法附則第１条の２が削られたことに伴い、同条を引用する附則第９条について、新型コロナウ

イルス感染症の定義を明記する規定に改めます。（附則第９条関係） 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日（第４条及び新附則第 10条関係） 

  公布の日（附則第９条関係） 

   

◇大和高田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例等の一部を改正する

条例（介護保険課） 

１ 理由 

   社会保障審議会介護給付費分科会の議論を受け、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準等に係る関係各省令の改正に倣い、規定の整備を行うものです。 

２ 内容 

１ 大和高田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部改正（第

１条関係） 

２ 大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部

改正（第２条関係） 

３ 大和高田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 5 

護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部改正（第３条関係） 

４ 大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一

部改正（第４条関係） 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日 

  一部のみ令和３年１０月１日 

◇大和高田市道の構造の技術的基準に関する条例の一部を改正する条例（土木管理課） 

１ 理由 

道路法の改正により定義された自動運行補助施設について、交通事故の防止を図るため必要が

ある場合に設置することを義務付ける旨の改正を行うとともに、同改正により歩行者利便増進道

路の指定制度が創設されたことを受け、歩行者利便増進道路の構造の技術的基準を定めるほか、

所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

１ 交通安全施設に自動運行補助施設を加えます。（第３２条関係） 

２ 参酌基準たる道路構造令に倣って、歩行者利便増進道路の構造の技術的基準を定めます。

（新第４２条関係） 

３ 道路構造令の改正による引用条項のずれを改めます。（第４条、第６条、第１０条及び第４

１条関係） 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

◇大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例（営繕住宅課） 

１ 理由 

入居者資格について、公正な審査の実行性を担保することが困難である要件を削除するととも

に、入居手続に関する規定の整備を行うほか、この条例により改正された条文を準用する大和高

田市改良住宅等条例について、所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

４ その他所要の改正を行います。 

３ 施行期日 

令和３年４月１日 

 

◇大和高田市単身者住宅条例の一部を改正する条例（営繕住宅課） 

１ 理由 

   公営住宅等整備基準で定められている住戸の基準を満たしていない老朽化した単身者住宅につ

いて、当該基準を満たすための改修を行うことが経済面において合理的ではないため、現在、空

き家となっているものについて用途廃止を行い、地域の治安維持や安全性への配慮から、来年度

以降に順次、解体を予定するものです。 

１ 入居者の資格として「公共料金等を滞納していないこと」を要件としていることについて、

全ての公共料金等に係る滞納の有無を確認することが不可能なこと等から、当該要件を削除し

ます。（第６条関係） 

２ 入居手続の際に提出を求める文書を、請書から契約書に改めます。（第１１条関係） 

３ 大和高田市改良住宅等条例の手続においては、引き続き請書を使用できるよう、同条例第

６条第２項において、請書により手続を行うことを可能とします。（附則第３項関係） 
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２ 内容 

  １ 下記の単身者住宅について用途廃止を行います。（別表関係） 

・市場単身者住宅（昭和48年度築） ２戸 

・曙町単身者住宅（昭和51年度築） ２戸 

（昭和52年度築） ２戸 

・土庫単身者住宅（昭和51年度築） ２戸 

（昭和52年度築） ２戸 

（昭和54年度築） ２戸 

２ その他所要の改正（別表関係） 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日 

 

◇大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例（水道総務課） 

１ 理由 

   総務省からの要請を受け、令和２年度に経営戦略を策定したところ、給水収益が３．７６％減

少した場合でも施設更新をしながら安定的な経営を維持できることが判明したため、水道料金を

引き下げる改正を行うものです。 

２ 内容 

  １ １㎥当たりの従量料金について、１月当たりの使用量が１㎥以上１０㎥以下のときは１４５

円に、１０㎥を超え２０㎥以下のときは１９０円に、２０㎥を超え５０㎥以下のときは２４５

円に引き下げます。（第２９条関係） 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日 

 

 

 

条例 

大和高田市議会委員会条例の一部を改正する条例（議会） 

条例第１号 

大和高田市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日   

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市議会委員会条例の一部を改正する条例 

大和高田市議会委員会条例（平成７年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「財務部」を「総務部」に改め、同項第２号中「市民部」を「市民生活部、

地域振興部」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に改正前の大和高田市議会委員会条例（以下｢旧条例｣という。）の規定に

基づく各常任委員会の委員、委員長又は副委員長である者は、それぞれこの条例による改正後の大

和高田市議会委員会条例（以下｢新条例｣という。）の規定に基づく常任委員会の委員、委員長又は

副委員長として選任又は互選されたものとみなし、その委員の任期は、旧条例の規定に基づく各常

  

条 例 
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任委員会委員の残任期間とする。 

３ この条例の施行の際、現に旧条例の規定に基づく各常任委員会の所管事務調査事項及び付託され

ている継続審査事件は、それぞれ新条例第２条の規定により当該事項及び事件を所管することとな

る常任委員会の所管事務調査事項及び付託された継続審査事件とみなす。 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律及び新型インフルエンザ等対策特別措

置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令の施行に伴う関

係条例の整備に関する条例（法務情報課） 

条例第２号 

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律及び新型インフルエンザ等対策特

別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令の施行に伴

う関係条例の整備に関する条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日  

大和高田市長 堀内 大造   

   新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律及び新型インフルエンザ等対策

特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令

の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１条 大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年条例第１４号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３６条の２０第１項中「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和

２年政令第１１号）第１条に規定するもの」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイル

ス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有すること

が新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改める。 

 （大和高田市国民健康保険税条例の一部改正） 

第２条 大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１４項第１号中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則

第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症（次号において「新型コロナウイルス感染

症」という」を「新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが

新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。次号において同じ」に改める。 

 （大和高田市国民健康保険条例の一部改正） 

第３条 大和高田市国民健康保険条例（昭和３６年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の

２に規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナウイルス感染症」という」を「新型コ

ロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華

人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに

限る。）である感染症をいう。以下同じ」に改める。 

 （大和高田市国民健康保険天満診療所条例の一部改正） 

第４条 大和高田市国民健康保険天満診療所条例（昭和３２年条例第２１号）の一部を次のように改

正する。 

  附則第３項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の

２に規定する新型コロナウイルス感染症」を「新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナ

ウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に

伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。）」に改める。 
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   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

大和高田市犯罪被害者等支援条例（生活安全課） 

条例第３号 

大和高田市犯罪被害者等支援条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市犯罪被害者等支援条例 

（目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号）に基づき、本市における犯

罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、市及び市民等の責務を明らかにするとともに、犯罪被

害者等の支援のための施策の基本となる事項を定めることにより、犯罪被害者等が必要とする施策

を総合的に推進し、もって犯罪被害者等の被害の早期回復及び軽減を図り、犯罪被害者等が安全で

安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

（２） 犯罪被害者等 犯罪等により被害を受けた者及びその家族又は遺族をいう。 

（３） 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、又は滞在している者及び市内において事業活動

を行っているものをいう。 

（４） 民間支援団体 犯罪被害者等の支援を行うことを目的とする民間の団体をいう。 

（５） 関係機関等 国、奈良県その他の関係機関、民間支援団体その他の犯罪被害者等の支援に

関係するものをいう。 

（基本理念） 

第３条 犯罪被害者等の支援は、次に掲げる事項を基本理念として行わなければならない。 

（１） 犯罪被害者等の個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利が

尊重されること。 

（２） 犯罪被害者等のための施策は、被害の状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状況そ

の他の事情に応じて適切に講ぜられること。 

（３） 犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等が被害を受けたときから再び平穏な生活を営

むことができるまでの間、当該犯罪被害者等の立場に立って適切かつきめ細やかで途切れること

なく提供されること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念にのっとり、犯罪被害者等の支援に関する各種施策を総合的に推

進するものとする。 

２ 市は、前項の施策を実施するに当たっては、関係機関等と相互に連携を図るものとする。 

（市民等の責務） 

第５条 市民等は、第３条の基本理念にのっとり、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害する

ことのないよう十分配慮するとともに、市が実施する犯罪被害者等の支援のための施策に協力

するよう努めるものとする。 

（相談及び情報の提供等） 

第６条 市長は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるようにするた

め、犯罪被害者等が直面している各般の問題について相談に応じ、必要な情報の提供及び助言

を行うとともに、関係機関等との連絡調整を行うものとする。 
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２ 市長は、前項に定める支援を総合的に行うための窓口を設置するものとする。 

（見舞金の支給） 

第７条 市長は、犯罪被害者等に対し、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める見舞金を支

給するものとする。 

（１） 遺族見舞金 ３００，０００円 

（２） 傷害見舞金 １００，０００円 

２ 前項の規定による見舞金の支給に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（居住の安定） 

第８条 市長は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者等の居住の安定

を図るため、必要な施策を講ずるものとする。 

（広報及び啓発） 

第９条 市長は、犯罪被害者等の支援について、市民等の理解を深めるための広報及び啓発に努める

ものとする。 

（民間支援団体への支援） 

第１０条 市長は、民間支援団体が、犯罪被害者等への支援を円滑に実施することができるよう必要

な支援を行うものとする。 

（委任） 

第１１条 この条例で定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第７条第１項の規定は、この条例の施行の日以後に行われた犯罪等による被害について適用する。 

 

大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例（介護保険課） 

条例第４号 

大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例 

 大和高田市介護保険条例（平成１２年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項中「平成３０年度から令和２年度」を「令和３年度から令和５年度」に改め、同項第

１号中「３５，７６０円」を「３７，８００円」に改め、同項第２号及び第３号中「５３，６４０円」

を「５６，７６０円」に改め、同項第４号中「６４，３２０円」を「６８，０４０円」に改め、同項

第５号中「７１，５２０円」を「７５，６００円」に改め、同項第６号中「８５，８００円」を「９

０，７２０円」に改め、同号ア中「得た額」の次に「とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、

零」を加え、「この項において」を削り、同項第７号中「９２，８８０円」を「９８，２８０円」に

改め、同号ア中「２００万円」を「２１０万円」に改め、同項第８号中「１０７，２８０円」を「１

１３，４００円」に改め、同号ア中「２００万円以上３００万円」を「２１０万円以上３２０万円」

に改め、同項第９号中「１２１，５６０円」を「１２８，５２０円」に改め、同号ア中「３００万円」

を「３２０万円」に改め、同項第１０号中「１３２，２４０円」を「１３９，８００円」に改め、同

項第１１号中「１４３，０４０円」を「１５１，２００円」に改め、同条第２項中「令和２年度」を

「令和３年度から令和５年度までの各年度」に、「２１，４８０円」を「２２，６８０円」に改め、

同条第３項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度までの各年度」に、「３５，７６０円」

を「３７，８００円」に改め、同条第４項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度までの各
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年度」に、「５０，１６０円」を「５２，９２０円」に改める。 

 附則第９条第１項第１号中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附

則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症（次号において「新型コロナウイルス感染

症」という。）」を「新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイル

ス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが

新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。次号において同じ。）」に改める。 

 附則に次の１条を加える。 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

第１０条 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０年法律第３３号）

第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得が

含まれている者の令和３年度における保険料率の算定についての第４条第１項（第６号ア、第７号

ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア及び第１１号に係る部分に限る。）の規定の適用については、

同項第６号ア中「租税特別措置法」とあるのは、「所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条

第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額に

ついては、同法第２８条第２項の規定によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定

によって計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、零

とする。）によるものとし、租税特別措置法」とする。 

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。この場合において、同項

中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用する。この場合において、同

項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読み替えるものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例の規定中第４条の改正規定及び附則に１条を加える改正規定は令和３年４月１日から、

附則第９条の改正規定は公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第４条の規定は、令和３年度分の保険料から適用し、令和２年度以前の年度分の保険料

については、なお従前の例による。 

 

大和高田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例等の一部を改正する条例

（介護保険課） 

条例第５号 

大和高田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例等の一部を改正する

条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例等の一部を改正す

る条例 

 （大和高田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部改正） 

第１条 大和高田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（平成３０年条

例第１２号）の一部を次のように改正する。 

  目次中 

 「第５章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第３４条）」を 

 「第５章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第３４条） 

  第６章 補則（第３５条）              」に改める。 
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  第４条に次の２項を加える。 

 ５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を

行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

 ６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、法第１１８条の２第

１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めな

ければならない。 

第６条第２項中「主任介護支援専門員」の次に「（以下この項において「主任介護支援専門員」

という。）」を加え、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合について

は、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を前項に規定する管理者とすることができる。 

  第７条第２項中「できること」の次に「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成

された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介

護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の

数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に

位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着

型サービス事業者によって提供されたものが占める割合」を加える。 

  第１６条第９号中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電

話装置等」という。）を活用して行うものを含む。）」を加え、同条第１８号の２の次に次の１号を

加える。 

  （１８）の３ 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援事業所において作成された居

宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス等に係る居宅介護サービス費、特例居宅介

護サービス費、地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費（以下この号に

おいて「サービス費」という。）の総額が法第４３条第２項に規定する居宅介護サービス費等

区分支給限度基準額に占める割合及び訪問介護に係る居宅介護サービス費がサービス費の総

額に占める割合が厚生労働大臣が定める基準に該当する場合であって、かつ、市からの求めが

あった場合には、当該指定居宅介護支援事業所の居宅サービス計画の利用の妥当性を検討し、

当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由等を記載するとともに、当該居宅サービス計画

を市に届け出なければならない。 

  第２１条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

  （６） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第２２条に次の１項を加える。 

 ５ 指定居宅介護支援事業者は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより介護支援専門員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化

等の必要な措置を講じなければならない。 

  第２２条の次に次の１条を加える。 

  （業務継続計画の策定等） 

 第２２条の２ 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

指定居宅介護支援の提供を継続的に実施し、かつ、非常時の体制で早期の業務再開を図るための

計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じな

ければならない。 

 ２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

 ３ 指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計

画の変更を行うものとする。 
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  第２４条の次に次の１条を加える。 

  （感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

 第２４条の２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所において感染症が発生し、

又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  （１） 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）をおおむね６月に１回以上開

催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整

備すること。 

  （３） 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん

延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

  第２５条に次の１項を加える。 

 ２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定居宅介護支援事業

所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による

掲示に代えることができる。 

  第３０条の次に次の１条を加える。 

  （虐待の防止） 

 第３０条の２ 指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる

措置を講じなければならない。 

  （１） 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うものを含む。）を定期的に開催するとともに、その結果について、

介護支援専門員に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

  （３） 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、虐待の防止のための研

修を定期的に実施すること。 

  （４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

  本則に次の１章を加える。 

    第６章 補則 

  （電磁的記録等） 

 第３５条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、作成、保存その他

これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定され

るもの（第１０条（前条において準用する場合を含む。）及び第１６条第２４号（前条において

準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）によ

り行うことができる。 

 ２ 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾

その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で

行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することがで

きない方法をいう。）によることができる。 

  附則第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に、「第６条第１項」を「同条

第１項」に改め、附則に次の１項を加える。 
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 ３ 令和３年４月１日以後における前項の規定の適用については、同項中「、第６条第２項」とあ

るのは「令和３年３月３１日までに介護保険法第４６条第１項の指定を受けている事業所（同日

において当該事業所における第６条第１項に規定する管理者（以下「管理者」という。）が主任

介護支援専門員でないものに限る。）については、第６条第２項」と、「介護支援専門員（主任介

護支援専門員を除く。）を同条第１項に規定する」とあるのは「引き続き、令和３年３月３１日

における管理者である介護支援専門員を」とする。 

 （大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第２条 大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成

２４年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第２０３条」を「第２０３条・第２０４条」に改める。 

  第３条に次の２項を加える。 

 ３ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

 ４ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供するに当たっては、法第１

１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行

うよう努めなければならない。 

  第６条第５項第１号中「第１５１条第１２項」を「第４７条第４項第１号及び第１５１条第１２

項」に改め、同項第２号中「いう。」の次に「第４７条第４項第２号において同じ。」を加え、同項

第３号中「いう。」の次に「第４７条第４項第３号において同じ。」を加え、同項第４号中「いう。」

の次に「第４７条第４項第４号において同じ。」を加え、同項第５号中「第６４条第１項」を「第

４７条第４項第５号、第６４条第１項」に改め、同項第６号中「第６４条第１項」を「第４７条第

４項第６号、第６４条第１項」に改め、同項第７号中「第６４条第１項」を「第４７条第４項第７

号、第６４条第１項」に改め、同項第８号中「第５章」を「第４７条第４項第８号及び第５章」に

改める。 

  第３１条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

  （８） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第３２条に次の１項を加える。 

 ５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

  第３２条の次に次の１条を加える。 

  （業務継続計画の策定等） 

 第３２条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、感染症や非常災害の発生時にお

いて、利用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を継続的に実施し、かつ、

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

 ２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなけれ

ばならない。 

 ３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必

要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

  第３３条に次の１項を加える。 

 ３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
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護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 

  （１） 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電

話装置等」という。）を活用して行うものを含む。）をおおむね６月に１回以上開催するととも

に、その結果について、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

  （３） 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実

施すること。 

  第３４条に次の１項を加える。 

 ２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由

に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

  第３９条第１項中「協議会（」の次に「テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。」を加える。 

  第４０条の次に次の１条を加える。 

  （虐待の防止） 

 第４０条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止

するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  （１） 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防止のための対策を

検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）を定期的に開催するととも

に、その結果について、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防止のための指針を

整備すること。 

  （３） 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

  （４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

  第４７条第１項第１号及び第３号中「専ら」を削り、同条中第２項を削り、第３項を第２項とし、

同条に次の５項を加える。 

 ３ オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支

障がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス、同一敷地内の指定訪問介

護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務又は利用者以外の者から

の通報を受け付ける業務に従事することができる。 

 ４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの施設等がある場合におい

て、当該施設等の入所者等の処遇に支障がないときは、前項本文の規定にかかわらず、当該施設

等の職員をオペレーターとして充てることができる。 

  （１） 指定短期入所生活介護事業所 

  （２） 指定短期入所療養介護事業所 

  （３） 指定特定施設 

  （４） 指定小規模多機能型居宅介護事業所 

  （５） 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

  （６） 指定地域密着型特定施設 

  （７） 指定地域密着型介護老人福祉施設 

  （８） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 
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  （９） 指定介護老人福祉施設 

  （１０） 介護老人保健施設 

  （１１） 指定介護療養型医療施設 

  （１２） 介護医療院 

 ５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当たる者でなけ

ればならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業所の定

期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の職務に従事することができる。 

 ６ 当該夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーションセンターサービスの提供に支

障がない場合は、第３項本文及び前項本文の規定にかかわらず、オペレーターは、随時訪問サー

ビスに従事することができる。 

 ７ 前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合において、当該指定夜

間対応型訪問介護事業所の利用者に対する随時訪問サービスの提供に支障がないときは、第１項

の規定にかかわらず、随時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができる。 

  第５５条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

  （８） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第５６条第２項ただし書中「、随時訪問サービスについては、他の指定訪問介護事業所との」を

「、指定夜間対応型訪問介護事業所が、適切に指定夜間対応型訪問介護を利用者に提供する体制を

構築しており、他の指定訪問介護事業所又は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（以下

この条において「指定訪問介護事業所等」という。）との密接な」に、「、当該他の指定訪問介護事

業所の訪問介護員等」を「、市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、指定夜間対

応型訪問介護の事業の一部を、当該他の指定訪問介護事業所等の従業者」に改め、同条第３項中「前

項」を「前項本文」に、「、指定夜間対応型訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定夜間対応型訪問介護の事業と指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の事業とが同一敷地内において一体的に運営されている場合（第３２条第２項ただ

し書の規定により当該指定夜間対応型訪問介護事業所の従業者が当該指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の業務を行うことにつき市長に認められている場合に限る。）であって、利用者

の処遇に支障がないときは」を「、オペレーションセンターサービスについては」に、「、定期巡

回サービス又は随時訪問サービスの事業の一部を他の指定訪問介護事業所又は指定夜間対応型訪

問介護事業所の従業者に行わせる」を「、複数の指定夜間対応型訪問介護事業所の間の契約に基づ

き、当該複数の指定夜間対応型訪問介護事業所が密接な連携を図ることにより、一体的に利用者又

はその家族等からの通報を受ける」に改め、同条に次の１項を加える。 

 ５ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、適切な指定夜間対応型訪問介護の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより夜間対応型訪問介護従業者の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第５７条に次の１項を加える。 

 ２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の建

物に居住する利用者に対して指定夜間対応型訪問介護を提供する場合には、当該建物に居住する

利用者以外の者に対しても指定夜間対応型訪問介護の提供を行うよう努めなければならない。 

  第５９条中「、第３３条から第３８条まで、第４０条及び第４１条」を「、第３２条の２から第

３８条まで及び第４０条から第４１条まで」に、「、第３３条及び第３４条」を「、第３２条の２

第２項、第３３条第１項並びに第３項第１号及び第３号、第３４条第１項並びに第４０条の２第１

号及び第３号」に改める。 

  第５９条の７第４項中「厚生労働大臣」を「市長」に改める。 
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  第５９条の１２中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

  （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第５９条の１３第３項に後段として次のように加える。 

   この場合において、当該指定地域密着型通所介護事業者は、全ての地域密着型通所介護従業者

（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者

等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第５９条の１３に次の１項を加える。 

 ４ 指定地域密着型通所介護事業者は、適切な指定地域密着型通所介護の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより地域密着型通所介護従業者の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第５９条の１５に次の１項を加える。 

 ２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が

得られるよう連携に努めなければならない。 

  第５９条の１６第２項中「必要な措置を講ずるよう努め」を「、次に掲げる措置を講じ」に改め、

同項に次の各号を加える。 

  （１） 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）をおおむね６月に１回

以上開催するとともに、その結果について、地域密着型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指

針を整備すること。 

  （３） 当該指定地域密着型通所介護事業所において、地域密着型通所介護従業者に対し、感染

症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

  第５９条の１７第１項中「協議会（」の次に「テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。」を

加える。 

  第５９条の２０中「、第３４条から第３８条まで」を「、第３２条の２、第３４条から第３８条

まで、第４０条の２」に、「、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着

型通所介護従業者」と、第３４条」を「、同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４

０条の２第１号及び第３号」に改める。 

  第５９条の２０の３中「、第３４条から第３８条まで」を「、第３２条の２、第３４条から第３

８条まで、第４０条の２」に、「第３４条において同じ」を「第３４条第１項において同じ」に、「、

第３４条中」を「、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」

に、「及び第５９条の１３第３項」を「、第５９条の１３第３項及び第４項並びに第５９条の１６

第２項第１号及び第３号」に改める。 

  第５９条の３４中「次に」を「、次に」に改め、同条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次

の１号を加える。 

  （９） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第５９条の３６第１項中「委員会（」の次に「テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。」を

加える。 

  第５９条の３８中「、第３４条から第３８条まで」を「、第３２条の２、第３４条から第３８条

まで、第４０条の２」に、「、第３４条中」を「、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第

４０条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通

所介護従業者」と、第３４条第１項中」に、「、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「療養通所介護従業者」と、第５９条の１３第３項」を「、第５９条の１３第３項及び第４
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項並びに第５９条の１６第２項第１号及び第３号」に改める。 

  第６４条第１項中「又は施設」の次に「（第６６条第１項において「本体事業所等」という。）」を

加える。 

  第６５条第２項中「第８２条第７項」を「第８２条第７項、第１１０条第９項」に改める。 

  第６６条第１項ただし書を削り、同条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

同項の管理者は、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷

地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。この場合において、共用型指定

認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がないときは、管理者は、当該共用型指定認知症対応

型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事

することができる。 

  第７３条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

  （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第８０条中「、第３４条から第３８条まで」を「、第３２条の２、第３４条から第３８条まで、

第４０条の２」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに

第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と」を「、第５９条の１３第３項及び第４項

並びに第５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「認知

症対応型通所介護従業者」と」に改める。 

  第８２条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設」を「、指定介護老人福祉施設、介護老人保

健施設、指定介護療養型医療施設」に、「、指定認知症対応型通所介護事業所、指定介護老人福祉

施設又は介護老人保健施設」を「又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改める。 

  第８３条第３項中「、第１１１条第２項」を「、第１１１条第３項」に改める。 

  第８７条中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」を加える。 

  第１００条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

  （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第１０１条に次の１項を加える。 

 ３ 第１項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、地域の実情によ

り当該地域における指定小規模多機能型居宅介護の効率的運営に必要であると市が認めた場合

は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、市が認めた日から大和高田市介護保険事業計画（法

第１１７条第１項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。以下この項において同じ。）の終

期まで（市が次期の大和高田市介護保険事業計画を作成するに当たって、新規に代替サービスを

整備するよりも既存の指定小規模多機能型居宅介護事業所を活用することがより効率的である

と認めた場合にあっては、次期の大和高田市介護保険事業計画の終期まで）に限り、登録定員並

びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定小規模多機能型居宅介護の提供を

行うことができる。 

  第１０８条中「、第３４条から第３８条まで、第４０条、第４１条」を「、第３２条の２、第３

４条から第３８条まで、第４０条から第４１条まで」に、「、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と、第３４条」を「、同項、第３２条の２

第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号」に、「、第５９条の１３第３項」

を「、第５９条の１３第３項及び第４項並びに第５９条の１６第２項第１号及び第３号」に改める。 

  第１１０条第１項中「除く。）をいう。」の次に「以下この項において同じ。」を加え、同項に次の

ただし書を加える。 

   ただし、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が３である場合

において、当該共同生活住居が全て同一の階において隣接し、介護従業者が円滑な利用者の状況
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把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である場合であって、当該指定認知症対応型共同

生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認められるとき

は、夜間及び深夜の時間帯に指定認知症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべき介護従業者の

員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるた

めに必要な数以上とすることができる。 

  第１１０条第５項中「共同生活住居」を「指定認知症対応型共同生活介護事業所」に改め、同条

中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項とし、第８項の次に次の１項を加える。 

 ９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定認

知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に

関する事業について３年以上の経験を有する指定認知症対応型共同生活介護事業者により設置

される当該指定認知症対応型共同生活介護事業所以外の指定認知症対応型共同生活介護事業所

であって当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定認知症対応型共同生活介護の

提供に係る支援を行うもの（以下この章において「本体事業所」という。）との密接な連携の下

に運営されるものをいう。以下同じ。）については、介護支援専門員である計画作成担当者に代

えて、第６項の市長が定める研修を修了している者を置くことができる。 

  第１１１条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サテライト型指定認

知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居の管理者は、本体事業所における共同生活

住居の管理者をもって充てることができる。 

  第１１３条第１項中「又は２」を「以上３以下（サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事

業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただし書を削る。 

  第１１７条第７項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」

を加え、同条第８項中「外部の者による」を「次の各号のいずれかの」に改め、同項に次の各号を

加える。 

  （１） 外部の者による評価 

  （２） 第１２８条において準用する第５９条の１７第１項に規定する運営推進会議における評

価 

  第１２１条中「指定地域密着型サービス」の次に「（サテライト型指定認知症対応型共同生活介護

事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共同生活介護を除く。）」を加える。 

  第１２２条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

  （７） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第１２３条第３項に後段として次のように加える。 

   この場合において、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者（看護師、

准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を

有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させる

ために必要な措置を講じなければならない。 

  第１２３条に次の１項を加える。 

 ４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護の提供を確保

する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第１２８条中「、第３４条から第３６条まで、第３８条、第４０条、第４１条」を「、第３２条

の２、第３４条から第３６条まで、第３８条、第４０条から第４１条まで」に改め、「規程」と、」

の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を

加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と」
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を削り、「第６章第４節」と」の次に「、第５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型

通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と」を加える。 

  第１３８条第６項中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」を加え

る。 

  第１４５条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

  （９） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第１４６条第４項に後段として次のように加える。 

   この場合において、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、全ての地域密着型

特定施設従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する

政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る

基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第１４６条に次の１項を加える。 

 ５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより地域密着型特定施設従業者の就

業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第１４９条中「、第３４条から第３８条まで、第４０条、第４１条」を「、第３２条の２、第３

４条から第３８条まで、第４０条から第４１条まで」に、「、第３４条中」を「、第３２条の２第

２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に改め、「第７章第４節」と」の

次に「、第５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地

域密着型特定施設従業者」と」を加える。 

  第１５１条第１項中「次の各号に」を「次に」に改め、同項に次のただし書を加える。 

   ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ることにより当該指定地域

密着型介護老人福祉施設の効果的な運営を期待することができる場合であって、入所者の処遇に

支障がないときは、第４号の栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

  第１５１条第１項第４号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改め、同条第３項ただし書

中「、指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（第１７８

条に規定するユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を

除く。以下この項において同じ。）にユニット型指定介護老人福祉施設（奈良県指定介護老人福祉

施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成２４年奈良県条例第１４号）。以下「奈良

県指定介護老人福祉施設基準条例」という。）第４５条に規定するユニット型指定介護老人福祉施

設をいう。以下この項において同じ。）を併設する場合の指定地域密着型介護老人福祉施設及びユ

ニット型指定介護老人福祉施設の介護職員及び看護職員（奈良県指定介護老人福祉施設基準条例第

５４条第２項の規定に基づき配置される看護職員に限る。）又は指定地域密着型介護老人福祉施設

にユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設する場合の指定地域密着型介護老人福祉施

設及びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の介護職員及び看護職員（第１８７条第２項の

規定に基づき配置される看護職員に限る。）を除き」を削り、同条第８項中「第１項」を「第１項

第２号及び第４号から第６号まで」に、「、栄養士」を「、栄養士若しくは管理栄養士」に改め、

同項第１号中「栄養士」を「生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士」に改め、同項第３号及び第

４号中「栄養士」を「栄養士若しくは管理栄養士」に改め、同条第１３項中「、栄養士又は機能訓

練指導員について」を「、栄養士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員について」に改める。 

  第１５７条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」

を加える。 

  第１５８条第６項中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」を加

える。 
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  第１６３条の次に次の２条を加える。 

  （栄養管理） 

 第１６３条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、

自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わな

ければならない。 

  （口腔
くう

衛生の管理） 

 第１６３条の３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の口腔の健康の保持を図り、自立し

た日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者の状態に応じた口

腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

  第１６８条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

  （８） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第１６９条第３項に後段として次のように加える。 

   この場合において、当該指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、准看護

師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する

者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために

必要な措置を講じなければならない。 

  第１６９条に次の１項を加える。 

 ４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言

動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第１７１条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」

を加え、同項第３号中「研修」の次に「並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加

える。 

  第１７５条第１項第３号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」

を加え、同項に次の１号を加える。 

  （４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

  第１７７条中「、第３４条、第３６条、第３８条」を「、第３２条の２、第３４条、第３６条、

第３８条、第４０条の２」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第

１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と」を削る。 

  第１８０条第１項第１号ア（イ）ただし書中「おおむね１０人以下としなければならない」を「原

則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」に改め、同号ア（ウ）を次のよ

うに改める。 

    （ウ） 一の居室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただし、（ア）た

だし書の規定により一の居室の定員を２人とした場合にあっては、２１．３平方メート

ル以上とすること。 

  第１８２条第８項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」

を加える。 

  第１８６条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

  （９） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第１８７条第４項に後段として次のように加える。 

   この場合において、当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護

師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 21 

格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講さ

せるために必要な措置を講じなければならない。 

  第１８７条に次の１項を加える。 

 ５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背

景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第１８９条中「、第３４条、第３６条、第３８条」を「、第３２条の２、第３４条、第３６条、

第３８条、第４０条の２」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第

１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と」を削る。 

  第２０２条中「、第３４条から第３８条まで、第４０条、第４１条」を「、第３２条の２、第３

４条から第３８条まで、第４０条から第４１条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２

条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と」を削り、「、第５９条の１３中」を「、第５９条の１３第３項及び第４項並びに第５９条の１

６第２項第１号及び第３号中」に改める。 

  第２０３条を第２０４条とし、第２０３条として次の１条を加える。 

  （電磁的記録等） 

 第２０３条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されてい

る又は想定されるもの（第１２条第１項（第５９条、第５９条の２０、第５９条の２０の３、第

５９条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び

前条において準用する場合を含む。）、第１１５条第１項、第１３６条第１項及び第１５５条第１

項（第１８９条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）により行うことができる。 

 ２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、交付、説明、

同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規

定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手

方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）によることができる。 

 （大和高田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部改正） 

第３条 大和高田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成２６年条例第２４号）の一部を次の

ように改正する。 

  目次中「第５章 基準該当介護予防支援に関する基準（第３４条）」を 

     「第５章 基準該当介護予防支援に関する基準（第３４条） 

      第６章 補則（第３５条）              」に改める。 

  第２条に次の２項を加える。 

 ５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を
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行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

 ６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を提供するに当たっては、法第１１８条の２第

１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めな

ければならない。 

  第１９条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

  （６） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第２０条に次の１項を加える。 

 ４ 指定介護予防支援事業者は、適切な指定介護予防支援の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより担当職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必

要な措置を講じなければならない。 

  第２０条の次に次の１条を加える。 

  （業務継続計画の策定等） 

 第２０条の２ 指定介護予防支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

指定介護予防支援の提供を継続的に実施し、かつ、非常時の体制で早期の業務再開を図るための

計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じな

ければならない。 

 ２ 指定介護予防支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

 ３ 指定介護予防支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計

画の変更を行うものとする。 

  第２２条の次に次の１条を加える。 

  （感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

 第２２条の２ 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所において感染症が発生し、

又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  （１） 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）

を活用して行うものを含む。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果につい

て、担当職員に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整

備すること。 

  （３） 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、感染症の予防及びまん延の防

止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

  第２３条に次の１項を加える。 

 ２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定介護予防支援事業

所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による

掲示に代えることができる。 

  第２８条の次に次の１条を加える。 

  （虐待の防止） 

 第２８条の２ 指定介護予防支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる

措置を講じなければならない。 

  （１） 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うものを含む。）を定期的に開催するとともに、その結果について、

担当職員に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 
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  （３） 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、虐待の防止のための研修を定

期的に実施すること。 

  （４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

  第３２条第９号中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」を加え

る。 

  本則に次の１章を加える。 

    第６章 補則 

  （電磁的記録等） 

 第３５条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、作成、保存その他

これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定され

るもの（第９条（前条において準用する場合を含む。）及び第３２条第２６号（前条において準

用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面

に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により

行うことができる。 

 ２ 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾

その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で

行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することがで

きない方法をいう。）によることができる。 

 （大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部改正） 

第４条 大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例（平成２４

年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第９１条」を「第９１条・第９２条」に改める。 

  第３条に次の２項を加える。  

 ３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければなら

ない。 

 ４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サービスを提供するに当

たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、

適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

  第８条第１項中「又は施設」の次に「（第１０条第１項において「本体事業所等」という。）」を加

える。 

  第９条第２項中「同条第７項」を「第４４条第７項及び第７１条第９項」に改める。 

  第１０条第１項ただし書を削り、同条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がな

い場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一

敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。この場合において、共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がないときは、当該共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業所等の職

務に従事することとしても差し支えない。 
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  第２７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

  （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第２８条第３項に後段として次のように加える。 

   この場合において、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、全ての介護予防認知症

対応型通所介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規

定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護

に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第２８条に次の１項を加える。 

 ４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、適切な指定介護予防認知症対応型通所介護の提

供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護予防認知症対応型通所介護従業者の

就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

  第２８条の次に次の１条を加える。 

  （業務継続計画の策定等） 

 第２８条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、

利用者に対する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を継続的に実施し、かつ、非常時の体

制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継

続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

 ２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防認知症対応型通所介護従業者に対し、

業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。 

 ３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

  第３０条に次の１項を加える。 

 ２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住

民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

  第３１条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げる措置を講じなけれ

ば」に改め、同項に次の各号を加える。 

  （１） 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装

置等」という。）を活用して行うものを含む。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、

その結果について、介護予防認知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための指針を整備すること。 

  （３） 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症対応型通所介

護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施するこ

と。 

  第３２条に次の１項を加える。 

 ２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

  第３７条の次に次の１条を加える。 

  （虐待の防止） 

 第３７条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止する
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ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  （１） 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のための対策を検討

する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）を定期的に開催するとともに、

その結果について、介護予防認知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

  （２） 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のための指針を整備

すること。 

  （３） 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症対応型通所介

護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

  （４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

  第３９条第１項中「協議会（」の次に「テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。」を加える。 

  第４４条第６項の表中「、指定地域密着型介護老人福祉施設」を「、指定地域密着型介護老人福

祉施設、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設」に、「、指定認知症対応型通所介護事業所、

指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設」を「又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改め、

同条第７項中「もの（以下」の次に「この章において」を加える。 

  第４５条第３項中「第７２条第２項」を「第７２条第３項」に改める。 

  第４９条中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」を加える。 

  第５７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

  （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第５８条第２項を次のように改める。 

 ２ 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、地域の実情により

当該地域における指定介護予防小規模多機能型居宅介護の効率的運営に必要であると市が認め

た場合は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、市が認めた日から大和高田市介護保

険事業計画（法第１１７条第１項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。以下この項におい

て同じ。）の終期まで（市が次期の大和高田市介護保険事業計画を作成するに当たって、新規に

代替サービスを整備するよりも既存の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を活用する

ことがより効率的であると認めた場合にあっては、次期の大和高田市介護保険事業計画の終期ま

で）に限り、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供を行うことができる。 

  第６５条中「、第３１条から第３６条まで、第３７条（第４項」を「、第２８条の２、第３１条

から第３９条まで（第３７条第４項」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第２８条第３項及び第

４項、第２８条の２第２項、第３１条第２項第１号及び第３号、第３２条第１項並びに第３７条の

２第１号及び第３号中」を加え、「、第２８条第３項及び第３２条中「介護予防認知症対応型通所

介護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削る。 

  第７１条第１項中「除く。）をいう。」の次に「以下この項において同じ。」を加え、同項に次のた

だし書を加える。 

   ただし、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が３で

ある場合において、当該共同生活住居が全て同一の階において隣接し、介護従業者が円滑な利用

者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である場合であって、当該指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されている

と認められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所ご

とに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜間及

び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすることができる。 

  第７１条第５項中「共同生活住居」を「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」に改め、

同条中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項とし、第８項の次に次の１項を加える。 

 ９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所
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（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保

健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有する指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業者により設置される当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所以外の指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって当該指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所に対して指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に係る支援を行うもの（以下

この章において「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同

じ。）については、介護支援専門員である計画作成担当者に代えて、第６項の市長が定める研修

を修了した者を置くことができる。 

  第７２条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サテライト型指定介

護予防認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居の管理者は、本体事業所における

共同生活住居の管理者をもって充てることができる。 

  第７４条第１項中「又は２」を「以上３以下（サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただし書を削る。 

  第７８条第３項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）」を

加える。 

  第７９条中「指定密着型介護予防サービス」の次に「（サテライト型指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を除

く。）」を加える。 

  第８０条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

  （７） 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第８１条第３項に後段として次のように加える。 

   この場合において、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者

（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者

等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第８１条に次の１項を加える。 

 ４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同生活

介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  第８６条中「、第３１条から第３４条まで、第３６条、第３７条（第４項を除く。）、第３８条、

第３９条（第５項」を「、第２８条の２、第３１条から第３４条まで、第３６条から第３９条まで

（第３７条第４項及び第３９条第５項」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第２８条の２第２項、

第３１条第２項第１号及び第３号、第３２条第１項並びに第３７条の２第１号及び第３号中」を加

え、「、第３２条中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と」を削

る。 

  第８７条第２項中「外部の者による」を「次の各号のいずれかの」に改め、同項に次の各号を加

える。 

  （１） 外部の者による評価 

  （２） 前条において準用する第３９条第１項に規定する運営推進会議における評価 

  第９１条を第９２条とし、第５章中同条の前に次の１条を加える。 

  （電磁的記録等） 

 第９１条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービスの提供に

当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、
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書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識すること

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが

規定されている又は想定されるもの（第１４条第１項（第６５条及び第８６条において準用する

場合を含む。）及び第７６条第１項並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

 ２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービスの提供に当たる

者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、

この条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該

交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の

知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第１条中大和高田市指定居宅介護支

援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例第１６条第１８号の２の次に１号を加える改正

規定は、令和３年１０月１日から施行する。 

 （虐待の防止に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規定による改正後の大和高

田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（以下「新指定居宅介護支援

等基準条例」という。）第４条第５項及び第３０条の２（新指定居宅介護支援等基準条例第３４条

において準用する場合を含む。）、第２条の規定による改正後の大和高田市指定地域密着型サービス

の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（以下「新地域密着型サービス基準条例」という。）

第３条第３項及び第４０条の２（新地域密着型サービス基準条例第５９条、第５９条の２０、第５

９条の２０の３、第５９条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、

第１８９条及び第２０２条において準用する場合を含む。）、第３条の規定による改正後の大和高田

市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法の基準等に関する条例（以下「新指定介護予防支援等基準条例」という。）第

２条の５第５項及び第２８条の２（新指定介護予防支援等基準条例第３４条において準用する場合

を含む。）並びに第４条の規定による改正後の大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法の基準に関する条例（以下「新地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第３条

第３項及び第３７条の２（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６５条及び第８６条において

準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講

じるように努めなければ」とし、新指定居宅介護支援等基準条例第２１条（新指定居宅介護支援等

基準条例第３４条において準用する場合を含む。）、新地域密着型サービス基準条例第３１条、第５

５条、第５９条の１２（新地域密着型サービス基準条例第５９条の２０の３において準用する場合

を含む。）、第５９条の３４、第７３条、第１００条（新地域密着型サービス基準条例第２０２条に

おいて準用する場合を含む。）、第１２２条、第１４５条、第１６８条及び第１８６条、新指定介護

予防支援等基準条例第１９条（新指定介護予防支援等基準条例第３４条において準用する場合を含

む。）、新地域密着型介護予防サービス基準条例第２７条、第５７条及び第８０条の規定の適用につ

いては、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措置に関する事項に関する

規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防

止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

 （業務継続計画の策定等に係る経過措置） 
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第３条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定居宅介護支援等基準条例第２

２条の２（新指定居宅介護支援等基準条例第３４条において準用する場合を含む。）、新地域密着型

サービス基準条例第３２条の２（新地域密着型サービス基準条例第５９条、第５９条の２０、第５

９条の２０の３、第５９条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、

第１８９条及び第２０２条において準用する場合を含む。）、新指定介護予防支援等基準条例第２０

条の２（新指定介護予防支援等基準条例第３４条において準用する場合を含む。）並びに新地域密

着型介護予防サービス基準条例第２８条の２（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６５条及

び第８６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなけ

れば」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう

努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるものとする」とする。 

 （居宅サービス事業者等における感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

第４条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定居宅介護支援等基準条例第２

４条の２（新指定居宅介護支援等基準条例第３４条において準用する場合を含む。）、新地域密着型

サービス基準条例第３３条第３項（新地域密着型サービス基準条例第５９条において準用する場合

を含む。）及び第５９条の１６第２項（新地域密着型サービス基準条例第５９条の２０の３、第５

９条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条及び第２０２条において準用する場

合を含む。）、新指定介護予防支援等基準条例第２２条の２（新指定介護予防支援等基準条例第３４

条において準用する場合を含む。）並びに新地域密着型介護予防サービス基準条例第３１条第２項

（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６５条及び第８６条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」

とする。 

 （認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

第５条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第５

９条の１３第３項（新地域密着型サービス基準条例第５９条の２０の３、第５９条の３８、第８０

条、第１０８条及び第２０２条において準用する場合を含む。）、第１２３条第３項、第１４６条第

４項、第１６９条第３項及び第１８７条第４項並びに新地域密着型介護予防サービス基準条例第２

８条第３項（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６５条において準用する場合を含む。）及

び第８１条第３項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じる

よう努めなければ」とする。 

 （ユニットの定員に係る経過措置） 

第６条 この条例の施行の日以降、当分の間、新地域密着型サービス基準条例第１８０条第１項第１

号ア（イ）の規定に基づき入居定員が１０人を超えるユニットを整備するユニット型指定介護老人

福祉施設は、新地域密着型サービス基準条例第１５１条第１項第３号ア及び第１８７条第２項の基

準を満たすほか、ユニット型指定介護老人福祉施設における夜間及び深夜を含めた介護職員並びに

看護師及び准看護師の配置の実態を勘案して職員を配置するよう努めるものとする。 

第７条 この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この条例の

施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）の居室、療養室又は病室（以下この

条において「居室等」という。）であって、第２条の規定による改正前の地域密着型サービス基準

条例第１８０条第１項第１号ア（ウ）ｂの規定の要件を満たしている居室等については、なお従前

の例による。 

 （栄養管理に係る経過措置） 

第８条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第１

６３条の２（新地域密着型サービス基準条例第１８９条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、これらの規定中「行わなければ」とあるのは「行うよう努めなければ」とする。 

 （口腔衛生の管理に係る経過措置） 
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第９条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第１

６３条の３（新地域密着型サービス基準条例第１８９条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、これらの規定中「行わなければ」とあるのは「行うよう努めなければ」とする。 

 （事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

第１０条 この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新地域密着型サービス基準

条例第１７５条第１項（新地域密着型サービス基準条例第１８９条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、これらの規定中「次に定める措置を講じなければ」とあるのは「第１号

から第３号までに定める措置を講じるとともに、第４号に定める措置を講じるよう努めなければ」

とする。 

 （介護保険施設等における感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置） 

第１１条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サービス基準条例第

１７１条第２項第３号（新地域密着型サービス基準条例第１８９条において準用する場合を含む。）

の規定にかかわらず、指定地域密着型介護老人福祉施設は、その従業者又は職員に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実施するとともに、感染症の予防及びま

ん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めるものとする。 

 

大和高田市道の構造の技術的基準に関する条例の一部を改正する条例（土木管理課） 

条例第６号 

大和高田市道の構造の技術的基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市道の構造の技術的基準に関する条例の一部を改正する条例 

大和高田市道の構造の技術的基準に関する条例（平成２４年条例第３１号）の一部を次のように改

正する。 

第４条中「第４１条」を「第４２条」に改める。 

第６条第７項及び第１０条第４項中「第４１条第１項」を「第４２条第１項」に改める。 

第３２条中「横断歩道橋等」の次に「、自動運行補助施設」を加える。 

第４０条第３項及び第４１条第２項中「第４１条第１項」を「第４２条第１項」に改める。 

第４１条の次に次の１条を加える。 

（歩行者利便増進道路） 

第４２条 歩行者利便増進道路に設けられる歩道若しくは自転車歩行者道又は歩行者利便増進道路で

ある自転車歩行者専用道路若しくは歩行者専用道路には、歩行者の滞留の用に供する部分を設ける

ものとする。 

２ 前項に規定する部分には、歩行者利便増進施設等の適正かつ計画的な設置を誘導する必要がある

ときは、歩行者利便増進施設等を設置する場所を確保するものとする。この場合において、必要が

あると認めるときは、当該場所に街灯、ベンチその他の歩行者の利便の増進に資する工作物、物件

又は施設を設けるものとする。 

３ 歩行者利便増進道路（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律

第９１号）第１０条第１項に規定する新設特定道路を除く。）は、同項に規定する道路移動等円滑

化基準に適合する構造とするものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例（営繕住宅課） 

条例第７号 
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大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例 

 大和高田市営住宅条例（平成９年条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項第６号中「及び公共料金等」を削る。 

 第１１条第１項第１号及び第３項中「請書」を「契約書」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 当分の間、この条例の施行の際現にこの条例による改正前の第１１条第１項第１号の規定により

提出されている請書は、この条例による改正後の第１１条第１項第１号の規定により提出された契

約書とみなす。 

 （大和高田市改良住宅等条例の一部改正） 

３ 大和高田市改良住宅等条例（平成９年条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第１項中「改良住宅等を大和高田市営住宅条例（平成９年条例第３４号。この条において

「市営住宅条例」という。」第２条第１号に規定する市営住宅とみなして、市営住宅条例」を「大

和高田市営住宅条例（平成９年条例第３４号。この条において「市営住宅条例」という。）」に改

め、同条第２項中「）」と、「１５８，０００円」とあるのは「１１４，０００円」と」の次に「、

第１１条第１項第１号及び第３項中「契約書」とあるのは「請書」と」を加え、「及び第２２条第

３項中「等の修繕に要する費用」とあるのは「の修繕に要する費用」」を「、第３項及び第２２条

第３号中「等の修繕」とあるのは「の修繕」」に改める。 

 

大和高田市単身者住宅条例の一部を改正する条例（営繕住宅課） 

条例第８号 

大和高田市単身者住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市単身者住宅条例の一部を改正する条例 

大和高田市単身者住宅条例（平成９年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

名称 建設年度 所在地 戸数 

曙町単身者

住宅 

昭和４８年度 大和高田市曙町６６９番地 ４ 

昭和５３年度 大和高田市曙町６６９番地 ３ 

土庫単身者

住宅 

昭和４８年度 大和高田市土庫一丁目５６６番地２ ４ 

昭和５３年度 大和高田市土庫一丁目５６６番地２ ２ 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例（水道総務課） 

条例第９号 

大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月２６日 
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大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 大和高田市水道事業給水条例（昭和３３年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第２９条第１項の表中「１６０円」を「１４５円」に、「２００円」を「１９０円」に、「２５０円」

を「２４５円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第２９条第１項の規定は、令和３年６月に調定すべき料金から適用する。 

 

 

 

規則 

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則の一部を改正する規則（社会福祉課） 

規則第３号 

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則の一部を改正する規則を次のように定め

る。 

令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則の一部を改正する規則 

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則（令和２年規則第１５号）の一部を次の

ように改正する。 

様式第１号を次のように改める。 

 

 

 

様式第１号（第６条関係） 

  年   月   日 

大和高田市長  殿 

（申込者名）     印 

「ヒサかた」利用申込書 

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則第６条の規定により、若者の居場所「ヒサ

かた」の利用を下記のとおり申し込みます。 

 

記 

 

利用を希望する者の氏名等 

氏  名 

生年月日 

住  所 

 

連 絡 先 

利用を希望する者の状況 
下のチェック欄（□）に「」を記入してください。 

□就学又は就業している 

□職業訓練又は就職活動をしている 

□進学準備をしている 

規 則 
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□不登校又は長期療養中 

□その他（                 ） 

＜下記は職員記入欄＞ 

 

□添付資料(                              )                              

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行日前になされた居場所の利用申込みについては、なお従前の例による。 

 

大和高田市犯罪被害者等支援条例施行規則（生活安全課） 

規則第４号 

大和高田市犯罪被害者等支援条例施行規則を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市犯罪被害者等支援条例施行規則 

（目的） 

第１条 この規則は、大和高田市犯罪被害者等支援条例（令和３年条例第３号。以下「条例」という。）

の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、条例において使用する用語の例及び当

該各号に定めるところによる。 

（１） 犯罪行為 日本国内又は日本国外にある日本船舶若しくは日本航空機内において行われた

人の生命又は身体を害する罪に当たる行為（刑法（明治４０年法律第４５号）第３７条第１項本

文、第３９条第１項又は第４１条の規定により罰せられない行為を含むものとし、同法第３５条

又は第３６条第１項の規定により罰せられない行為及び過失による行為を除く。）をいう。 

（２） 犯罪被害 犯罪行為による死亡又は重傷病（負傷又は疾病（精神的な疾病を含む。）であ

って、その治療に要する期間が１月以上であると医師により診断されたものをいう。以下同じ。）

をいう。 

（３） 犯罪被害者 犯罪行為により犯罪被害を受けた者であって、当該犯罪被害の原因となった

犯罪行為が行われた時において市内に住所を有していたものをいう。 

（遺族見舞金の支給対象） 

第３条 条例第７条第１項第１号に規定する遺族見舞金の支給を受けることができる者は、犯罪行為

により死亡した犯罪被害者の遺族のうち次項及び第３項の規定により第１順位遺族となる者（以下

「第１順位遺族」という。）とする。 

２ 前項の遺族の範囲は、犯罪被害者の死亡の時において次の各号のいずれかに該当する者とす

る。 

（１） 犯罪被害者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあった

者を含む。） 

（２） 犯罪被害者の収入によって生計を維持していた犯罪被害者の子、父母、孫、祖父母及び兄

弟姉妹 

（３） 犯罪被害者の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹（前号に該当する者を除く。） 
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３ 前項に規定する遺族の順位は、同項各号の順序とし、同項第２号及び第３号に掲げる者のう

ちにあっては、それぞれ当該各号に掲げる順序とし、父母にあっては、養父母を先にし、実父

母を後にする。 

４ 前２項の規定により第１順位遺族が２人以上あるときは、その１人に対してした支給は、当

該第１順位遺族全員に対してなされたものとみなす。 

（傷害見舞金の支給対象） 

第４条 条例第７条第１項第２号に規定する傷害見舞金の支給を受けることができる者は、犯罪

行為により重傷病を負った犯罪被害者であって当該犯罪行為を受けた時から引き続き市内に

住所を有しているもの（犯罪行為を受けた時から引き続き市内に住所を有していないものであ

って、市長が特別の事由があると認めるものを含む。）とする。 

（犯罪被害者等見舞金の支給の制限） 

第５条 市長は、次に掲げる場合には、遺族見舞金及び傷害見舞金（以下「犯罪被害者等見舞金」

という。）を支給しないことができる。 

（１） 犯罪行為が行われた時において、犯罪被害者又は第１順位遺族（第１順位遺族が２人以上

あるときは、そのいずれかの者。以下この条において同じ。）と加害者の間にアからウまでのい

ずれかに該当する親族関係があるとき。 

ア 夫婦（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあった場合を含む。） 

イ 直系血族（親子については、縁組の届出をしていないが、事実上養子縁組関係と同様の事情

にあった場合を含む。） 

ウ 兄弟姉妹 

（２） 犯罪被害者又は第１順位遺族が犯罪行為を誘発したとき、その他犯罪被害につき、犯罪被

害者又は第１順位遺族にもその責めに帰すべき行為があったとき。 

（３） 前２号に掲げる場合のほか、犯罪被害者又は第１順位遺族と加害者との関係その他の事情

から判断して犯罪被害者等見舞金を支給することが社会通念上適切でないと認められるとき。 

（遺族見舞金の額の調整） 

第６条 傷害見舞金の支給を受けた者が死亡した場合（当該傷害見舞金の支給に係る犯罪行為に

よる被害に起因して死亡した場合に限る。）における遺族見舞金の額は、条例第７条第１項第

１号の規定にかかわらず、同号に定める額から既に支給した傷害見舞金の額を控除した額とす

る。 

（遺族見舞金の支給申請） 

第７条 遺族見舞金の支給を受けようとする者（以下「遺族見舞金申請者」という。）は、大和高田市

遺族見舞金支給申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 犯罪被害者の死亡診断書、死体検案書その他当該被害者の死亡の事実及び死亡の年月日を

証明することができる書類 

（２） 遺族見舞金申請者本人であることを確認することができる書類の写し 

（３） 遺族見舞金申請者と犯罪被害者との続柄に関する戸籍の謄本又は抄本その他の証明書 

（４） 遺族見舞金申請者が犯罪被害者と婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にあった者であるときは、その事実を認めることができる書類 

（５） 遺族見舞金申請者が配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情に

あった者を含む。）以外の者であるときは、第１順位遺族であることを証明することができる書

類 

（６） 遺族見舞金申請者が第３条第２項第２号に該当する者であるときは、遺族見舞金申請者が

犯罪行為が行われた当時犯罪被害者の収入によって生計を維持していた事実を認めることがで

きる書類 

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
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（傷害見舞金の支給申請） 

第８条 傷害見舞金の支給を受けようとする者（以下「傷害見舞金申請者」という。）は、大和高田市

傷害見舞金支給申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 重傷病を受けた日、治療に要する期間及び重傷病の状態に関する医師の診断書 

（２） 傷害見舞金申請者の住民票の写し 

（３） 傷害見舞金申請者本人であることを確認することができる書類の写し 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（犯罪被害者等見舞金の支給申請の期限） 

第９条 犯罪被害者等見舞金の支給申請は、当該犯罪行為による死亡若しくは重傷病の発生を知った

日から２年を経過したとき又は当該犯罪行為による死亡若しくは重傷病が発生した日から７年を

経過したときは、することができない。 

（犯罪被害者等見舞金の支給決定等） 

第１０条 市長は、第７条又は第８条に規定する申請書を受理したときは、内容を審査し、犯罪被害

者等見舞金の支給の適否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定を行ったときは、大和高田市犯罪被害者等見舞金（遺族見舞

金・傷害見舞金）支給決定通知書（様式第３号）又は大和高田市犯罪被害者等見舞金（遺族見

舞金・傷害見舞金）不支給決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

（犯罪被害者等見舞金の請求） 

第１１条 前条第２項の規定により犯罪被害者等見舞金の支給の決定を受けた者（以下「受給者」と

いう。）は、その給付を受けようとするときは、大和高田市犯罪被害者等見舞金請求書（様式第５

号）を市長に提出しなければならない。 

（犯罪被害者等見舞金の支給決定の取消し等） 

第１２条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、犯罪被害者等見舞金の

支給決定を取り消し、又は既に支給した犯罪被害者等見舞金の額に相当する金額の返還を求めるも

のとする。 

（１） 第５条各号に掲げるいずれかの事由に該当し、犯罪被害者等見舞金の支給決定を取り消す

ことが適当であると市長が認めるとき。 

（２） 偽りその他不正の手段により犯罪被害者等見舞金の支給決定又は犯罪被害者等見舞金の支

給を受けたとき。 

（３） 前２号に定めるもののほか、この規則に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により見舞金の支給決定を取り消したときは、大和高田市犯罪被害者等

見舞金支給決定取消通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

（居住支援の対象等） 

第１３条 条例第８条の施策の対象となる犯罪被害者等は、警察機関への照会により犯罪被害を受け

たことが確認でき、かつ、現に住宅に困窮していることが明らかな者であって、次の各号のいずれ

かに該当するものとする。 

（１） 犯罪等により収入が減少し生計維持が困難となった者 

（２） 現在居住している住居又はその付近において犯罪等が行われたために当該住居に居住し続

けることが困難となった者 

２ 市長は、前項の規定により該当する犯罪被害者等が安全で安定した生活を過ごせる住居を確

保できるよう、関係機関等と連携を図り公営住宅に関する情報提供、連絡調整等を行うものと

する。 

（報告等） 

第１４条 市長は、必要があると認めるときは、受給者に対し報告を求め、及び調査を行うことがで

きる。 
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２ 市長は、必要があると認めるときは、関係機関等に照会して必要な事項の報告を求めること

ができる。 

３ 市長は、前項の照会を警察機関に対して行うときは、必要に応じて照会書（様式第７号）に

より行うものとする。 

（補則） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この規則は、この規則の施行の日以後に行われた犯罪行為による死亡又は重傷病について適用す

る。 

 

 

 

様式第１号（第７条関係） 

大和高田市遺族見舞金支給申請書 

年  月  日 

 大和高田市長  様 

申請者 住 所                 

氏 名             印   

電話番号                

被害者との続柄             

次のとおり、遺族見舞金の支給を申請します。 

犯罪行為の行われた日時 年  月  日 

午前・午後   時頃 

犯罪行為の行われた場所  

被害者 フリガナ 

氏名 

 

生年月日 年  月  日 

犯罪行為の行われた 

当時の住所 

 

死亡年月日 年  月  日 

犯罪被害の発生状況  

加害者氏名及び被害者又は第１順 

位遺族との間の親族関係の有無 

                           

有（      ）・ 無 

死亡前の傷害見舞金の支給の有無 有  ・  無 

取扱警察署及び受理番号等 警察署 

年  月  日  第   号 

他の第 

１順位 

の遺族 

氏  名 犯罪被害者との続柄 住  所 

   

   

   

（同意確認事項） 
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（１） 犯罪被害の発生状況等この申請に関して必要な事項について、大和高田市長が警察署等の

関係機関に調査等を実施することに同意します。 

（２） 本申請において第１順位遺族が複数人いるとき、又は遺族見舞金の支給決定を受けた後に

他にこの見舞金を受け取るべき遺族が判明したとき等、他の遺族との調整が必要となる場合は、

私の責任において解決いたします。 

氏 名             印   

 

 

 

様式第２号（第８条関係） 

大和高田市傷害見舞金支給申請書 

年  月  日 

 大和高田市長  様 

申請者 住 所                 

氏 名             印   

電話番号                

 

次のとおり、傷害見舞金の支給を申請します。 

犯罪行為の行われた日時 年  月  日 

午前・午後   時頃 

犯罪行為の行われた場所  

被害者 フリガナ 

氏名 

 

生年月日 年  月  日 

犯罪等の行われた 

当時の住所 

 

犯罪被害の発生状況  

加害者氏名及び 

被害者との親族関係の有無 

                                                      

有（      ）・ 無 

負傷又は疾病の状態 別添診断書のとおり 

取扱警察署及び受理番号等 警察署 

年  月  日  第   号 

（状況調査に係る同意確認事項） 

犯罪被害の発生状況等この申請に関して必要な事項について、大和高田市長が警察署等の関係機関

に調査等を実施することに同意します。 

氏 名             印   

 

 

 

様式第３号（第１０条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

大和高田市犯罪被害者等見舞金（遺族見舞金・傷害見舞金）支給決定通知書 
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         様 

 

大和高田市長        印   

 

     年  月  日付けで支給の申請がありました犯罪被害者等見舞金（遺族見舞金・傷害

見舞金）については、下記のとおり支給することに決定しましたので通知します。 

 

記 

 

見舞金の額     金           円 

 

 

 

様式第４号（第１０条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

大和高田市犯罪被害者等見舞金（遺族見舞金・傷害見舞金）不支給決定通知書 

 

         様 

 

大和高田市長        印   

 

     年  月  日付けで支給の申請がありました犯罪被害者等見舞金（遺族見舞金・傷害

見舞金）については、下記の理由により、支給しないことに決定しましたので通知します。 

 

記 

 

理由 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過する

と審査請求をすることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高

田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長になります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 
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様式第５号（第１１条関係） 

年  月  日 

大和高田市犯罪被害者等見舞金請求書 

 大和高田市長  様 

申請者 住 所                 

氏 名             印   

電話番号                

 

次のとおり、犯罪被害者等見舞金の支給を請求します。 

請 求 金 額 円 

見舞金支給決定通知書の番号等 年  月  日付け第     号 

見舞金の種類 遺族見舞金・傷害見舞金 

見舞金の 

振込先 

金融機関名  

支店名  

預金種別 普通  ・  当座 

口座番号  

フリガナ 

口座名義 

 

 

 

 

様式第６号（第１２条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

大和高田市犯罪被害者等見舞金支給決定取消通知書 

 

         様 

 

大和高田市長        印   

     年  月  日付け第   号で支給決定しました犯罪被害者等見舞金（遺族見舞金・

傷害見舞金）については、下記の理由により、その決定を取り消すこととしましたので通知します。 

 

記 

 

理由 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過する
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と審査請求をすることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高

田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長になります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 

 

 

様式第７号（第１４条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

         様 

 

大和高田市長        印   

 

照 会 書 

 

 本市におきましては、大和高田市犯罪被害者等支援条例に基づき、犯罪被害者等のための施策を

実施しております。 

 同条例に係る支援施策について下記申請を受理し、支援を行うため必要がありますので、下記内

容について調査の上、警察における取扱事実の有無及び被害程度について、ご回答願います。 

 

記 

 

１ 申請に係る施策の種別 

２ 申請受理年月日 

３ 申請者 

４ 被害者 

５ 取扱警察署及び受理番号 

６ 添付資料 

  申請書の写し 

７ その他 

 

大和高田市消防団員等工務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定める規則の一部を

改正する規則（危機管理課） 

規則第５号  

大和高田市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定める規則の一

部を改正する規則を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   
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   大和高田市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定める規則の

一部を改正する規則 

第１条 大和高田市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定める規則

（平成１８年規則第３７号－３）の一部を次のように改正する。 

  本則の表常時介護を要する状態の項中「１６５，１５０円」を「１６６，９５０円」に、「７０，

７９０円」を「７２，９９０円」に改め、同表随時介護を要する状態の項中「８２，５８０円」を

「８３，４８０円」に、「３５，４００円」を「３６，５００円」に改める。 

第２条 大和高田市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定める規則

の一部を次のように改正する。 

  本則の表常時介護を要する状態の項中「１６６，９５０円」を「１７１，６５０円」に、「７２，

９９０円」を「７３，０９０円」に改め、同表随時介護を要する状態の項中「８３，４８０円」を

「８５，７８０円」に改める。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和３年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の大和高田市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で

定める金額を定める規則の規定は、令和２年４月１日から適用する。 

 

大和高田市商工業振興促進条例施行規則の一部を改正する規則（産業振興課） 

規則第６号 

大和高田市商工業振興促進条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市商工業振興促進条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市商工業振興促進条例施行規則（平成２６年規則第２３号）の一部を次のように改正する。 

 題名及び第１条中「商工業振興」を「企業誘致」に改める。 

 第２条第１項中「第３条第２項第５号」を「第３条第２項第６号」に改め、同項第３号中「写し」

の次に「（事業所の設置に当たって、同項に規定する確認が不要である場合を除く。）」を加え、同

条第２項中「第４号」を「第５号」に改める。 

 第３条の見出し及び同条第１項中「商業施設」を「事業所」に改め、同項第２号中「償却資産に係

る」の次に「工事請負契約書若しくは」を加える。 

 第４条を削る。 

 第５条第１項中「第３条第１項第３号」を「第３条第１項第２号」に、「様式第８号」を「様式第

７号」に改め、同条を第４条とする。 

 第６条中「様式第９号」を「様式第８号」に改め、同条を第５条とする。 

 第７条の見出し中「営業又は操業」を「事業」に改め、同条中「第８条」を「第７条」に、「様式

第１０号」を「様式第９号」に改め、同条を第６条とする。 

 第８条中「第９条」を「第８条」に、「様式第１１号」を「様式第１０号」に改め、同条を第７条

とする。 

 第９条第１項中「第１０条第１項」を「第９条第１項」に、「様式第１２号」を「様式第１１号」

に改め、同条第２項中「第１０条第２項」を「第９条第２項」に、「様式第１３号」を「様式第１２

号」に改め、同条を第８条とし、第１０条を第９条とする。 

 様式を次のように改める。 
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様式第１号（第２条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

住所又は所在地 

商号又は名称 

氏名又は法人に 

あっては代表者職氏名           印 

電話番号 
 

事業計画届出書 
 

大和高田市企業誘致促進条例施行規則第２条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり

届け出ます。 

記 

１ 事業所の概要 

事業所の所在地  

事業所の商号又は名称  

氏名又は法人代表者氏名  

業種及び事業概要  

設置の区分       新設      増設      移転 

開業予定年月日  

投下固定資産の取得価格 
建物  

償却資産  

開業日前後９０日での 

新規雇用予定従業員数 

新規常時雇用従業員   人 

（うち 市内在住者   人） 

２ 投下固定資産の予定額 

（１） 建物明細書 

所在地番 種類 構造 階数 床面積 取得価格 

    ㎡ 円 

      

      

      

合 計    ㎡ 円 

（２） 償却資産明細書 

種類番号 資産の名称 数量 取得年月 取得価格 耐用年数 

    円  

      

      

      

合 計    円  
種類番号 １ 構築物 ２ 機械及び装置 ３ 船舶 ４ 航空機  
     ５ 車両及び運搬具 ６ 工具、器具及び備品 
３ 添付書類 
（１） 企業の概要が分かるもの 
（２） 法人の登記事項証明書（個人にあっては、住民票の写し） 
（３） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定により交付を受けた確認済
証の写し（事業所の設置に当たって、建築確認が不要の場合を除く。） 

（４） 定款又は規約の写し（個人にあっては、規約等事業概要の分かるもの） 
（５） 公害の防止に関する計画書 
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（６） 暴力団排除に関する誓約書 
（７） 個人情報の取扱いに関する同意書（様式第２号） 
（８） 市長が特に必要と認める書類 

様式第２号（第２条関係） 

年  月  日 

 

大和高田市長  宛 

 

住所又は所在地 

商号又は名称 

氏名又は法人に 

あっては代表者職氏名           印 

電話番号 

 

個人情報の取扱いに関する同意書 

 

私は、大和高田市企業誘致促進条例施行規則に基づき、事業計画の届出をするに当たり、大和高田

市が下記に掲げる私に関する個人情報を下記の目的のために必要な範囲で利用することについて同意

します。 

記 

 

１ 個人情報 

 （１） 市税の課税に関する情報 

 （２） 市税の納付に関する情報 

 （３） 奨励金の振込口座等、奨励金の交付手続において提出する書類に記載の情報 

２ 利用目的 

 （１） 大和高田市企業誘致促進条例施行規則に基づく奨励措置の審査等の手続 

 （２） 前号に掲げるもののほか、奨励措置の適正な運営 

 

 

 

様式第３号（第２条関係） 

年  月  日   

 様 

 

                         大和高田市長        印 

 

 

事業計画届出書受理書 

 

 

年  月  日付けで提出のあった事業計画届出書について、大和高田市企業誘致促進条

例第３条第２項各号に掲げる要件の全てを満たしていると認めますので、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

事業所の所在地 
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事業所の商号又は名称    

氏名又は法人の代表者

氏名 

   

受理年月日     年  月  日 

 

 

 

様式第４号（第２条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

 

住所又は所在地 

商号又は名称 

氏名又は法人に 

あっては代表者職氏名           印 

電話番号 

 

事業計画変更届出書 

 

大和高田市企業誘致促進条例施行規則第２条第３項の規定により、下記のとおり変更を届け出ます。 

 

記 

 

１ 事業所の所在地 

 

 

２ 事業所の商号又は名称 

 

 

３ 氏名又は法人にあっては代表者職氏名 

 

 

４ 変更内容 

 

 

５ 変更理由 

 

 

６ 関係書類 

 

 

 

様式第５号（第３条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

住所又は所在地 
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商号又は名称 

氏名又は法人に 

あっては代表者職氏名           印 

電話番号 

 

事業所設置奨励金交付申請書 

 

大和高田市企業誘致促進条例施行規則第３条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり

申請します。 

記 

１ 交付申請額 投下固定資産に係る固定資産税のうちこの申請をする日の属する年度の前年度分の

固定資産税額の５割相当額（固定資産税の減免措置又は納付猶予を受けた場合は、前年度に納付し

た額の５割相当額） 

２ 申請に係る事業所 

事業所の所在地  

事業所の商号又は名称  

営業開始年月日 年    月     日 

投下固定資産の取得価格 
建物  

償却資産  

交付申請の年度  初年度  ２年度  ３年度  ４年度  ５年度 

３ 投下固定資産の明細 

（１） 建物等明細書 

所在地番 種類 構造 階数 床面積 取得価格 

    ㎡ 円 

      

      

      

合 計    ㎡ 円 

（２） 償却資産明細書 

種類番号 資産の名称 数量 取得年月 取得価格 耐用年数 

    円  

      

      

      

合 計    円  

種類番号 １ 構築物 ２ 機械及び装置 ３ 船舶 ４ 航空機  
     ５ 車両及び運搬具 ６ 工具、器具及び備品 
４ 添付書類 
（１） 事業所設置奨励金の対象となる建物及び償却資産に係る申請年度の前年度の固定資産税の
課税明細書の写し 

（２） 投下固定資産額を証する書類（建物及び償却資産に係る売買契約書の写し又は当該契約に
係る代金についての領収書等その支払を証する書類） 

（３） 事業所設置奨励金の対象となる建物及び償却資産の外観を示す写真 
（４） 市税の滞納がないことの証明書 
（５） 市長が特に必要と認める書類 
 
 
 

様式第６号（第３条及び第４条関係） 

第     号 
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年  月  日 

 

様 

 

                    大和高田市長       印 

 

 

 

奨励金交付決定通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった件について、下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

１ 申請のあった奨励金 

 

２ 決定事項（交付の可否、決定事由、交付金額、奨励金の内訳等） 

 

 

 

様式第７号（第４条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

 

住所又は所在地 

商号又は名称 

氏名又は法人に 

あっては代表者職氏名           印 

電話番号 

 

雇用促進奨励金交付申請書 

 

大和高田市企業誘致促進条例施行規則第４条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり

申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額    金        円 

 

２ 申請に係る事業所 

事業所の所在地  

事業所の商号又は名称  

開業年月日 年    月     日 

 

３  交付申請額内訳 

対象事業所での常時雇用 

従業員数（Ａ） 
         人 
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（Ａ）のうち新規雇用従業員

数（Ｂ） 
         人 

交付申請額 （Ｂ）   人×２０万円＝       円 

※ 新規雇用従業員とは、事業所の設置に伴い、事業所の開業日前９０日から開業日以後９０日まで

の間に新たに常時雇用従業員として雇用され、以後継続して１年以上雇用されている者のうち、当

該雇用の期間中において、継続して市内に住所を有しているものをいう。 

 

４ 添付書類 

（１） 新規雇用従業員の住民票の写し（当該従業員を新たに雇用した日から起算して１年を経過

した日以後に交付されたものに限る。）及び当該従業員を１年以上継続して雇用していたことを

証する書類 

（２） 市長が特に必要と認める書類 

 

 

 

様式第８号（第５条関係） 

年  月  日 

 

大和高田市長  宛 

住所又は所在地 

商号又は名称 

氏名又は法人に 

あっては代表者職氏名           印 

電話番号 

 

奨励金交付請求書 

 

年  月  日付けで交付決定のあった奨励金について、大和高田市企業誘致促進条例施

行規則第５条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 奨励金の種別  事業所設置奨励金（雇用促進奨励金） 

２ 請求金額    金          円 

３ 振込先 

金融機関名  

店名  

口座種別  

口座番号  

フリガナ 

口座名義人 

 

 

様式第９号（第６条関係） 

年  月  日 

 

大和高田市長  宛 
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住所又は所在地 

商号又は名称 

氏名又は法人に 

あっては代表者職氏名           印 

電話番号 

 

休止・廃止届 

 

年  月  日付けで受理された件について、下記のとおり当該事業を休止（廃止）した

ので届け出ます。 

 

記 

 

 

 

 

様式第１０号（第７条関係） 

年  月  日 

 

大和高田市長  宛 

 

住所又は所在地 

商号又は名称 

氏名又は法人に 

あっては代表者職氏名           印 

電話番号 

 

承継措置届出書 

 

大和高田市企業誘致促進条例施行規則第７条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり届け出

ます。 

 

記 

 

１ 承継事項 

事業所の所在地  

事業所の商号又は名称  

事業所の所在地  

事業所の商号又は名称  

休止又は廃止年月日  

休止又は廃止の理由  

奨励金受領額                         円 
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 承継者 承継前の対象事業者 

住所又は所在地   

商号又は名称   

氏名又は法人代表者職氏名   

承継年月日   

承継の事由   

 

２ 添付書類 

（１） 承継の事実を証する書類の写し 

（２） 法人の登記事項証明書（個人にあっては、住民票の写し） 

 （３） 定款又は規約の写し（個人にあっては、規約等事業概要の分かるもの） 

（４） 市税の滞納がないことの証明書 

（５） 市長が特に必要と認める書類 

 

 

 

様式第１１号（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 様 

 

大和高田市長       印 

 

 

奨励措置取消通知書 

 

 

年  月  日付け通知した奨励措置については、下記のとおり取り消したので通知しま

す。 

 

 

記 

 

事業所の所在地  

事業所の商号又は名称  

氏名又は法人代表者職氏名  

取り消す奨励金名  

取消理由  

取消年月日  
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様式第１２号（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

様 

 

                    大和高田市長       印 

 

 

奨励金返還命令書 

 

大和高田市企業誘致促進条例施行規則第８条第２項の規定により、下記のとおり返還を命じます。 

 

記 

 

１ 奨励金名 

２ 交付年度 

３ 返還金額      金         円 

４ 返還期限        年  月  日まで 

 ５ 返還理由 

 

 

 ６ 返還方法 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大和高田市企業誘致促進条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に事業計画届

出書が提出された事業について適用し、同日前に事業計画届出書が提出された事業については、な

お従前の例による。 

 

大和高田市会計規則の一部を改正する規則（会計課） 

規則第７号 

大和高田市会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市会計規則の一部を改正する規則 

 大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）の一部を次のように改正する。 

 第４章中第５４条の前に次の１条を加える。 

 （つり銭資金） 

第５３条の２ 会計管理者は、つり銭資金として必要な現金を保管するとともに、当該つり銭資金が

必要な出納員に対し、その一部を交付し、保管させることができる。 
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２ 出納員は、つり銭資金の交付を受けようとするときは、会計管理者につり銭資金交付申請書を提

出しなければならない。 

３ 出納員は、つり銭資金が不要になったときは直ちに、その他の場合は年度の末日までにつり銭資

金返納書を提出し、つり銭資金を返還しなければならない。ただし、翌年度において引き続きつり

銭資金を必要とするときは、会計管理者に対し、当該現金の保管の状況を報告することにより、引

き続きつり銭資金を保管することができる。 

   附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

大和高田市休日診療所条例施行規則（健康増進課） 

規則第８号 

大和高田市休日診療所条例施行規則を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市休日診療所条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、大和高田市休日診療所条例（令和２年条例第４２号。以下「条例」という。）の

施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （診療料） 

第２条 休日診療所における診療料は、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項の規

定により厚生労働大臣が定めた算定方法、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８

０号）第７１条第１項の規定により厚生労働大臣が定めた基準その他法令等によりその額が定めら

れたもの（以下「算定方法」という。）によって算定した額とする。ただし、算定方法によること

ができない診療料については、市長が別に定める。 

２ 前項の診療料について、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）の規定により、消費税及び地方消費税が課される場合にあっては、当該診療料に消費

税相当額及び地方消費税相当額を加えた額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。）とする。 

 （減免） 

第３条 市長は、特別な事情があると認めたときは、診療料を減額し、又は免除することができる。 

 （遵守事項） 

第４条 休日診療所を利用する者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 （１） 建物又は附属設備を汚染し、若しくは破損し、又はそれらのおそれのある行為をしないこ

と。 

 （２） みだりに火気を使用し、又は危険を引きおこす行為をしないこと。 

 （３） 診療を妨げ、又は妨げとなる行為をしないこと。 

 （４） 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をしないこと。 

 （５） その他管理上必要な指示に反する行為をしないこと。 

 （補則） 

第５条 この規則に定めるものほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

大和高田市成年後見制度利用支援事業実施規則を廃止する規則（社会福祉課） 

規則第１０号 
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 大和高田市成年後見制度利用支援事業実施規則を廃止する規則を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市成年後見制度利用支援事業実施規則を廃止する規則 

大和高田市成年後見制度利用支援事業実施規則（平成１３年規則第３７号）は、廃止する。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

大和高田市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則（営繕住宅課） 

規則第１２号 

 大和高田市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市営住宅条例施行規則（平成９年規則第４３号）の一部を次のように改正する。 

 第５条の見出しを「（契約書）」に改め、同条第１項中「請書は、様式第５号」を「契約書は、市

長が別に定める様式」に改め、同条第２項中「請書」を「契約書」に改め、「該当する者」の次に「又

は住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号）第２

０条第２項に規定する家賃債務保証業者のうち、市長が指定する者」を加え、同条第２項中第１号を

削り、同項第２号を同項第１号とし、同項第３号を同項第２号とし、同項第４号を削る。 

 第６条第１項中「様式第６号」を「様式第５号」に、「請書」を「契約書」に改め、同条第２項中

「様式第６号の２」を「様式第６号」に改める。 

 第９条第５項中「請書」を「契約書」に改める。 

 様式第３号を次のように改める。 

 

 

 

様式第３号（第３条関係） 

 第     号 

年  月  日 

 

        様 

大和高田市長        印   

 

市営住宅入居承認書 

 

      年   月   日付けで入居申込のあった市営住宅については、次の条件を付けて入

居を承認します。 

 

１ 住宅の所在地       大和高田市 

２ 住宅の名称及び号数    市営住宅     団地   号 

３ 家 賃          月額  金         円 

  ただし、毎年度家賃の決定を行う。 

４ 敷 金              金         円 

  ただし、敷金に利子を付さない。 
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５ 入居可能日              年   月   日 

６ この決定を受けた日から１０日以内に、敷金の納付及び契約書の提出を行うこと。この期間内に

前記の手続が完了されていないときは、本承認を取り消すものとする。 

７ 入居可能日から３０日以内に入居すること。やむを得ない事情によりこの期間内に入居できない

ときは、あらかじめその旨を申し出て承認を受けること。 

８ この承認書により入居できる者は、市営住宅入居申込書に記載の者に限る。 

９ 大和高田市営住宅条例第４２条第１項各号のいずれかに該当し、市営住宅の明渡しの請求を受け

たときは、速やかに当該市営住宅を明け渡すこと。 

１０ 入居を承認する住宅が、市が借り上げた市営住宅のときは、その借上期間が満了するときに当

該市営住宅を明け渡すこと。 

 

 

 

 様式第５号を次のように改める。 

様式第５号（第６条関係） 

年  月  日 

 

 

 大和高田市長  宛 

入居者 住所 大和高田市         

市営住宅    団地  号 

氏名             印 

電話               

 

連帯保証人変更承認申請書 

 

  連帯保証人を変更したいので次のとおり申請します。 

 

 

旧連帯保証人 住所 

       氏名 

 

 

新連帯保証人 住所 

       氏名 

 

 

連帯保証人を変更する理由 

 

 

 

 

  （添付書類） 契約書 

 

 様式第６号を削り、様式第６号の２を様式第６号とする。 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 当分の間、この規則による改正前の第５条の規定により作成された請書は、この規則による改正

後の第５条第１項の契約書とみなす。 

 

大和高田市生活管理指導短期宿泊事業実施規則を廃止する規則（地域包括支援課） 

規則第１４号 

大和高田市生活管理指導短期宿泊事業実施規則を廃止する規則を次のように定める。 

令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市生活管理指導短期宿泊事業実施規則を廃止する規則 

大和高田市生活管理指導短期宿泊事業実施規則（平成１２年規則第１８号）は、廃止する。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

訓令 

大和高田市住宅管理法的措置検討委員会設置要綱の一部を改正する訓令（営繕住宅課） 

訓令第４号 

大和高田市住宅管理法的措置検討委員会設置要綱の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和３年３月３１日  

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市住宅管理法的措置検討委員会設置要綱の一部を改正する訓令 

 大和高田市住宅管理法的措置検討委員会設置要綱（平成２１年訓令第８号）の一部を次のように改

正する。 

題名を次のように改める。 

大和高田市営住宅等明渡請求等検討委員会設置要綱 

第１条中「に対し、法的措置への移行」を「に対する明渡請求等の実施」に、「大和高田市住宅管

理法的措置検討委員会設置」を「大和高田市営住宅等明渡請求等検討委員会」に改める。 

第２条から第４条までを次のように改める。 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 市営住宅等 大和高田市営住宅条例（平成９年条例第３４号）第３条に規定する市営住宅、

大和高田市改良住宅等条例（平成９年条例第３５号）第２条に規定する改良住宅等及び大和高田

市単身者住宅条例（平成９年条例第３６号）第２条に規定する単身者住宅をいう。 

（２） 家賃等滞納者 市営住宅等の家賃又は駐車場使用料を滞納している者をいう。 

（３） 長期不在者 市営住宅等の入居者のうち正当な事由によらないで１５日以上市営住宅等に

居住していない者をいう。 

（４） 迷惑行為者 市営住宅等の住宅、共同施設又は敷地内において、他の市営住宅等に居住し

ている者に対し、安眠を妨害し、傷害し、若しくは損害を与え、又は生活衛生上迷惑を及ぼす行

為その他の共同生活の維持を阻害する行為を行うことにより、精神的苦痛又は恐怖感を与える行

為を行う者をいう。 

（５） 不正入居者 不正の行為により市営住宅等に入居している者、同居の承認を得ないで市営

訓 令 
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住宅等に居住している者、承継の承認を得ないで市営住宅等に居住している者及び市営住宅等を

他の者に転貸し、又はその入居の権利を他の者に譲渡した者をいう。 

（６） 高額所得者 大和高田市営住宅条例第２９条第２項の規定により高額所得者と認定された

市営住宅等の入居者をいう。 

（７） 明渡請求等 市営住宅等の明渡しに係る裁判上又は裁判外の紛争解決手続をいう。 

（所掌事務）  

第３条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 明渡請求等の対象となる家賃等滞納者、長期不在者、迷惑行為者、不正入居者及び高額所

得者の決定に関すること。 

（２） 明渡請求等の実施に関すること。 

 （組織） 

第４条 委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

（１） 副市長 

（２） 企画政策部長 

（３） 総務部長 

（４） 市民生活部長 

（５） 地域振興部長 

（６） 福祉部長 

（７） 保健部長 

（８） 環境建設部長 

２ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外の者を委員とする

ことができる。 

第５条第３項中「委員のうちから委員長が指名する」を「環境建設部長をもって充てる」に改める。 

附 則 

この訓令は、告示の日から施行する。ただし、第４条の改正規定は、令和３年４月１日から施行す 

る。 

 

 

 

告示 

放置自転車の移動、保管（生活安全課） 

告示第２１号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条及び第９条の２第２

項の規定により放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項

の規定により告示します。 

令和３年３月１日 

  大和高田市長 堀内 大造   

１ 移動理由 

自転車等放置禁止区域内及び放置禁止区域外の公共の場所に放置されていたため 

２ 移動年月日、移動対象区域、移動自転車等の数量 

（１） 放置禁止区域 

移動年月日 

近鉄大和高田
駅･ＪＲ高田駅
周辺 

近鉄高田市

駅周辺 

近鉄松塚駅

周辺 

近鉄浮孔駅

周辺 

近鉄築山駅

周辺 

自転車 
原動機

付自転
自転車 

原動機

付自転
自転車 

原動機

付自転
自転車 

原動機

付自転
自転車 

原動機

付自転

告 示 
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車 車 車 車 車 

令和３年２月２日   ２        

令和３年２月１６日 １            
３ 保管場所 

大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

大和高田市高架下自転車保管所 

４ 引取期間 

告示日から６０日間。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

５ 引取時間 

午前９時から正午までと午後１時から午後４時まで 

６ 引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証、運転免許証、保険証

等）を持参すること。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

ア 移動費 ２，０００円 

イ 保管費 移動日から１４日以内は無料。ただし、無料期間を経過した日以降は、大和高田市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる市の休日を除き、１日当たり５０円

を徴収する。総額は、１，０００円を限度とする。 

７ 連絡先 

大和高田市役所 生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

住民票の職権消除（市民課） 

告示第２２号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条及び同法施行令（昭和４２年政令第２９２号）

第１２条第１項の規定により、次の者を職権により消除したので、同条第４項の規定により告示する。                               

  令和３年３月９日 

大和高田市長 堀内 大造   

記 

１．職権消除日     令和３年３月９日 

 

２．職権消除される者  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

 

この決定に不服のあるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができる（なお、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなる。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となる。）、処分の取消しの訴

えを提起することができる（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内で

あっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなる。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができる。 

 

住民票の職権消除（市民課） 

告示第２３号 
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 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条及び同法施行令（昭和４２年政令第２９２号）

第１２条第１項の規定により、次の者を職権により消除したので、同条第４項の規定により告示する。                               

  令和３年３月１２日 

大和高田市長 堀内 大造   

記 

 

 

１．職権消除日     令和３年３月１２日 

 

２．職権消除される者  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

 

この決定に不服のあるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができる（なお、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなる。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となる。）、処分の取消しの訴

えを提起することができる（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内で

あっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなる。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができる。 

 

引取りのない自転車等の処分（生活安全課） 

告示第２４号   

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  令和３年３月１５日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  令和３年６月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  令和２年１２月１日から令和２年１２月３１日までの間 

 

令和３年度大和高田市一般会計補正予算（第１３号）等の予算の要領の公表（財政課） 

告示第２５号 

 令和３年３月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２１

９条第２項の規定により公表します。 

  令和３年３月１８日 
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大和高田市長 堀内 大造   

１ 令和３年度大和高田市一般会計予算 

２ 令和３年度大和高田市国民健康保険事業特別会計予算 

３ 令和３年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計予算 

４ 令和３年度大和高田市駐車場事業特別会計予算 

５ 令和３年度大和高田市介護保険事業特別会計予算 

６ 令和３年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計予算 

７ 令和３年度大和高田市休日診療所特別会計予算 

８ 令和３年度大和高田市水道事業会計予算 

９ 令和３年度大和高田市下水道事業会計予算 

１０ 令和３年度大和高田市病院事業会計予算 

１１ 令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第１４号） 

１２ 令和２年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第６号） 

１３ 令和２年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第５号） 

１４ 令和２年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第４号） 

１５ 令和２年度大和高田市下水道事業会計補正予算（第３号） 

１６ 令和２年度大和高田市病院事業会計補正予算（第６号） 

 

 

 

令和３年度大和高田市一般会計予算 

 

令和３年度大和高田市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２６，４７０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は「第

２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法は「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００，

０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                             （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 
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1.市税  
6,324,000 

1.市民税 
2,902,000 

2.固定資産税 
2,556,000 

3.軽自動車税 
158,000 

4.たばこ税 
330,000 

5.都市計画税 
378,000 

2.地方譲与税  
123,500 

1.地方揮発油譲与税 
28,500 

2.自動車重量譲与税 
90,000 

6.森林環境譲与税 
5,000 

3.利子割交付金  
11,000 

1.利子割交付金 
11,000 

4.配当割交付金  
58,000 

1.配当割交付金 
58,000 

5.株式等譲渡所得割交付

金 

 
69,000 

1.株式等譲渡所得割交付金 
69,000 

6.法人事業税交付金  
39,000 

1.法人事業税交付金 
39,000 

7.地方消費税交付金  
1,269,000 

1.地方消費税交付金 
1,269,000 

9.環境性能割交付金  
15,000 

1.環境性能割交付金 
15,000 

10.地方特例交付金  
101,500 

1.地方特例交付金 
56,500 
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4.新型コロナウイルス感染症対策

地方税減収補填特別交付金 45,000 

11.地方交付税  
7,870,000 

1.地方交付税 
7,870,000 

12.交通安全対策特別交付

金 

 
8,000 

1.交通安全対策特別交付金 
8,000 

13.分担金及び負担金  
275,925 

1.分担金 
2,000 

2.負担金 
273,925 

14.使用料及び手数料  
785,264 

1.使用料 
486,175 

2.手数料 
299,089 

15.国庫支出金  
4,851,757 

1.国庫負担金 
4,251,969 

2.国庫補助金 
581,047 

3.国庫委託金 
18,741 

16.県支出金  
1,716,627 

1.県負担金 
1,270,406 

2.県補助金 
321,489 

3.県委託金 
124,732 

17.財産収入  
14,359 

1.財産運用収入 
14,357 

2.財産売払収入 
2 

18.寄附金  
1 

1.寄附金 
1 
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19.繰入金  
663,167 

1.基金繰入金 
649,552 

2.特別会計繰入金 
13,615 

21.諸収入  
190,500 

1.延滞金加算金及び過料 
14,000 

2.市預金利子 
800 

3.貸付金元利収入 
1,800 

4.雑入 
173,900 

22.市債  
2,084,400 

1.市債 
2,084,400 

歳 入 合 計  
26,470,000 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.議会費  
300,678 

1.議会費 
300,678 

2.総務費  
3,116,321 

1.総務管理費 
2,606,087 

2.徴税費 
298,968 

3.戸籍住民基本台帳費 
128,424 

4.選挙費 
45,159 

5.統計調査費 
15,964 

6.監査委員費 
21,719 

3.民生費  
12,093,868 

1.社会福祉費 
5,824,216 
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2.児童福祉費 
3,464,272 

3.生活保護費 
2,805,076 

4.災害救助費 
304 

4.衛生費  
3,426,534 

1.保健衛生費 
1,465,169 

2.清掃費 
1,961,365 

5.労働費  

21,394 

1.労働諸費 
21,394 

6.農林水産業費  
114,624 

1.農業費 
114,624 

7.商工費  
97,698 

1.商工費 
97,698 

8.土木費  
1,646,711 

1.土木管理費 
146,165 

2.道路橋りょう費 
304,003 

3.河川費 
2,600 

4.都市計画費 
1,039,044 

5.住宅費 
154,899 

9.消防費  
916,157 

1.消防費 
916,157 

10.教育費  
2,373,723 

1.教育総務費 
434,619 

2.小学校費 
293,007 

3.中学校費 
172,185 



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 62 

4.高等学校費 
403,104 

5.幼稚園費 
311,616 

6.社会教育費 
254,646 

7.保健体育費 
504,546 

11.災害復旧費  
3 

1.公共土木施設災害復旧費 
3 

12.公債費  
2,342,289 

1.公債費 
2,342,289 

13.予備費  
20,000 

1.予備費 
20,000 

歳 出 合 計 
 

26,470,000 
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第２表　債務負担行為

期 間 限 度 額

大和高田市土地開発公社の金融
機関等からの融資に対する債務
保証

令和3年度以降事業
満了まで

借入金10,000,000千円と
これに対する利子の合計
額

大和高田市土地開発公社が先行
取得する大和高田当麻線街路事
業用地取得事業（令和3年度
分）

令和3年度以降事業
満了まで

大和高田市土地開発公社
が令和3年度において取得
又は補償する用地費等の
事業資金の借入金とこれ
に対する利子及び事務費
の合計額

公共建物清掃業務 令和5年5月末まで 38,243 千円

ZEB建築物実証事業支援委託料 令和6年3月末まで 20,946 千円

土地路線価算定業務 令和6年3月末まで 18,700 千円

高田千本桜に伴う周辺道路等警
備業務

令和4年4月末まで

1時間当たり1,900円と消
費税等に相当する額に業
務に要した時間数を乗じ
て得た額

その他プラスチック処理委託料 令和5年3月末まで 2,572 千円

ごみ中継施設設計施工監理業務
委託料

令和6年3月末まで 31,607 千円

小学校・幼稚園給食調理業務
（４ヶ所）

令和6年7月末まで 212,329 千円

事 項
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第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額

千円 ％

（借入方法） 3.0 以内

( た だ し 、 利 率

見直し 方式 で借

入れる 場合 につ

庁 舎 建 設 事 業 18,100 いて、利率の見直

しを行 った 後に

おいて は、 当該

見直し後の利率)

旧 庁 舎 除 却 事 業 150,900 〃 〃 〃

総合福祉会館整備事業 138,700 〃 〃 〃

借 換 債
（土庫こども園新 築事業）

93,700 〃 〃 〃

保健センター整備事業 67,100 〃 〃 〃

清 掃 運 搬 施 設 等
整 備 事 業

20,900 〃 〃 〃

一 般 廃 棄 物 処 理 事 業
（ ご み 処 理 施 設 ）

225,300 〃 〃 〃

道 路 新 設 改 良 事 業 37,300 〃 〃 〃

側 溝 新 設 改 良 事 業 2,200 〃 〃 〃

橋 り ょ う 整 備 事 業 23,200 〃 〃 〃

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

政 府 資 金 に つ い て

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協定

するものによる。

ただし、市財政の都

合により据置期間及び

償還期間を短縮し、又

は繰上償還もしくは低

利に借換えすることが

できる。

普通貸借又は

証券発行の方

法による。
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起 債 の 目 的 限 度 額

千円 ％

（借入方法） 3.0 以内

( た だ し 、 利 率

見直し 方式 で借

入れる 場合 につ

道 路 整 備 事 業 88,100 いて、利率の見直

しを行 った 後に

おいて は、 当該

見直し後の利率)

本 郷 大 中 線 街 路 事 業 24,000 〃 〃 〃

大 和 高 田 当 麻 線
街 路 事 業

30,900 〃 〃 〃

市 営 住 宅 整 備 事 業 4,500 〃 〃 〃

防 災 対 策 事 業 31,600 〃 〃 〃

借 換 債
（ 耐 震 事 業 ）

108,900 〃 〃 〃

臨 時 財 政 対 策 債 1,019,000 〃 〃 〃

計 2,084,400 

政 府 資 金 に つ い て

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協定

するものによる。

ただし、市財政の都

合により据置期間及び

償還期間を短縮し、又

は繰上償還もしくは低

利に借換えすることが

できる。

普通貸借又は

証券発行の方

法による。

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

 
 

 

 

令和３年度大和高田市国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和３年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，８１８，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，５００，

０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 
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第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 第２款保険給付費に計上した各項（審査費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.国民健康保険税  
1,230,400 

1.国民健康保険税 
1,230,400 

2.使用料及び手数料  
739 

1.手数料 
739 

6.県支出金  
5,964,988 

3.県負担金・補助金 
5,964,988 

7.連合会支出金  
504 

1.連合会補助金 
504 

8.財産収入  
100 

1.財産運用収入 
100 

9.繰入金  
578,501 

1.一般会計繰入金 
578,500 

2.基金繰入金 
1 

10.繰越金  
23,485 

1.繰越金 
23,485 

11.諸収入  
19,883 

1.延滞金加算金及び過料 
10,023 

2.市預金利子 
1 

3.療養費等指定公費返還金 
242 
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4.雑入 
9,617 

国庫支出金  
0 

国庫補助金 
0 

歳 入 合 計  
7,818,600 

 

（歳出）                                 （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.総務費  
133,603 

1.総務管理費 
113,834 

2.徴税費 
19,317 

3.運営協議会費 
452 

2.保険給付費  
5,608,651 

1.療養諸費 
4,822,436 

2.高額療養費 
752,500 

3.出産育児諸費 
29,415 

4.葬祭諸費 
3,600 

5.移送費 
200 

6.傷病手当諸費 
500 

3.国民健康保険事業費

納付金 

 
1,974,829 

1.医療給付費分 
1,326,138 

2.後期高齢者支援金等分 
464,088 

3.介護納付金分 
184,603 

7.共同事業拠出金  
5 

1.共同事業拠出金 
5 

8.保健事業費  
88,401 
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1.特定健康診査等事業費 
71,472 

2.保健事業費 
16,929 

9.基金積立金  
100 

1.基金積立金 
100 

10.公債費  
270 

1.公債費 
270 

11.諸支出金  
12,241 

1.償還金及び還付加算金 
11,500 

2.繰出金 
499 

3.療養費等指定公費立替金負 

担金 242 

12.予備費  
500 

1.予備費 
500 

歳 出 合 計 
 

7,818,600 

 

 

 

令和３年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計予算 

 

令和３年度大和高田市の国民健康保険天満診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３７，４００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，００

０千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.診療収入  
112,399 
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1.外来収入 
93,301 

2.その他検査等収入 
4,700 

3.分院外来収入 
14,398 

2.使用料及び手数料  
11,344 

1.使用料 
216 

2.手数料 
11,128 

3.財産収入  
1 

1.財産運用収入 
1 

4.繰入金  
13,204 

1.基金繰入金 
7,076 

2.特別会計繰入金 
499 

3.一般会計繰入金 
5,629 

6.諸収入  
23 

1.市預金利子 
1 

2.雑入 
22 

8.国庫支出金  
429 

1.国庫補助金 
429 

歳 入 合 計  
137,400 

 

（歳出）                                 （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.総務費  
70,525 

1.施設管理費 
70,286 

2.研究研修費 
239 

2.医業費  
66,362 
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1.医業費 
66,362 

3.基金積立金  
1 

1.基金積立金 
1 

4.公債費  
12 

1.公債費 
12 

5.予備費  
500 

1.予備費 
500 

歳 出 合 計  
137,400 

 

 

 

令和３年度大和高田市駐車場事業特別会計予算 

 

令和３年度大和高田市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９，３００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３７０，０

００千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                 （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.使用料及び手数料  
19,298 

1.使用料 
19,298 

2.諸収入  
2 

1.市預金利子 
2 

歳 入 合 計  
19,300 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 
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款 項 本年度予算額 

1.駐車場費  
17,721 

1.駐車場費 17,721 

2.公債費  
1,479 

1.公債費 
1,479 

4.予備費  100 

1.予備費 
100 

歳 出 合 計 
 

19,300 

 

 

 

令和３年度大和高田市介護保険事業特別会計予算 

 

令和３年度大和高田市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６，７８６，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３５０，０

００千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                 （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.保険料  
1,314,494 

1.介護保険料 
1,314,494 

2.使用料及び手数料  
12 

1.手数料 
12 

3.国庫支出金  
1,530,003 

1.国庫負担金 
1,121,555 
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2.国庫補助金 
408,448 

4.支払基金交付金  
1,734,954 

1.支払基金交付金 
1,734,954 

5.県支出金  
954,469 

1.県負担金 
904,877 

2.県補助金 
49,592 

6.財産収入  
81 

1.財産運用収入 
81 

7.繰入金  
1,193,967 

1.一般会計繰入金 
1,101,927 

2.基金繰入金 
92,040 

9.諸収入  
58,620 

1.延滞金加算金及び過料 
10 

2.市預金利子 
60 

3.雑入 
58,550 

歳 入 合 計 
 

6,786,600 

 

（歳出）                                 （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.総務費  
141,932 

1.総務管理費 
101,519 

2.徴収費 
4,231 

3.介護認定審査会費 
35,838 

4.介護保険運営協議会費 
344 
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2.保険給付費  
6,235,180 

1.給付諸費 
6,235,180 

3.地域支援事業費  
356,964 

1. 介護予防・生活支援総合 

事業費 213,634 

2.包括的支援事業・任意事 

業費 143,330 

4.介護サービス事業費  
38,994 

1.居宅介護支援事業費 
38,994 

5.基金積立金  
10,974 

1.基金積立金 
10,974 

6.公債費  
200 

1.公債費 
200 

7.諸支出金  
2,356 

1.償還金及び還付加算金 
2,356 

歳 出 合 計  
6,786,600 

 

 

 

令和３年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計予算 

 

令和３年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，０１９，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０

００千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 
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1.後期高齢者医療保険

料 

 
694,700 

1.後期高齢者医療保険料 
694,700 

2.使用料及び手数料  
30 

2.手数料 
30 

3.繰入金  
301,708 

1.一般会計繰入金 
301,708 

5.諸収入  
23,162 

1.市預金利子 
20 

2.雑入 
22,892 

3.延滞金加算金及び過料 
250 

歳 入 合 計  
1,019,600 

 

（歳出）                                 （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.総務費  
46,074 

1.総務管理費 
43,410 

2.徴収費 
2,664 

2.後期高齢者医療広

域連合負担金 

 
950,467 

1.後期高齢者医療広域連合 

負担金 950,467 

3.保健事業費  
20,892 

1.保健事業費 
20,892 

4.公債費  
67 

1.公債費 
67 

5.諸支出金  
2,000 
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1.償還金及び還付加算金 
2,000 

6.予備費  
100 

1.予備費 
100 

歳 出 合 計 
 

1,019,600 

 

 

 

令和３年度大和高田市休日診療所特別会計予算 

 

令和３年度大和高田市の休日診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８５，８００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法は「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，００

０千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.診療収入  
34,851 

1.外来収入 
34,850 

2.その他検査等収入 
1 

2.分担金及び負担金  
16,342 

2.負担金 
16,342 

3.使用料及び手数料  
201 

1.使用料 
1 

2.手数料 
200 

5.繰入金  
22,126 
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1.一般会計繰入金 
22,126 

6.諸収入  
880 

1.市預金利子 
1 

2.雑入 
879 

7.市債  
11,400 

1.市債 
11,400 

歳 入 合 計  
85,800 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.総務費  
65,879 

1.施設管理費 
65,879 

2.医業費  
5,806 

1.医業費 
5,806 

5.諸支出金  
13,615 

1.繰出金 
13,615 

6.予備費  
500 

1.予備費 
500 

歳 出 合 計  
85,800 

 

 

 

令和３年度大和高田市水道事業会計予算 

 

  (総 則） 

   第１条 令和３年度大和高田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

    (業務の予定量） 

   第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

        (1)  総 配 水 量         ６，８５０，０００㎥ 



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 77 

       (うち県営水道からの受水量）       ６，８５０，０００㎥ 

       (2)  一 日 平 均 配 水 量                     １８，７６７㎥ 

       (3)  平 均 給 水 件 数                    ３１，０２７件 

     (4)  主 要 な 建 設 改 良 事 業  

         イ．配水管布設、布設替及び移設工事         ３００，０００千円 

             

    (収益的収入及び支出） 

   第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収       入 

 

      第１款    水 道 事 業 収 益           １，８４７，７６３千円 

      第１項      営 業 収 益       １，７４５，３６８千円 

      第２項     営 業 外 収 益        １０２，３２０千円 

      第３項    特 別 利 益                  ７５千円 

 

支        出 

 

    第１款      水 道 事 業 費 用               １，６８６，９８７千円 

          第１項       営 業 費 用         １，６１８，８６０千円 

          第２項       営 業 外 費 用           ６５，１２７千円 

          第３項      特 別 損 失                １，０００千円 

          第４項      予 備 費                 ２，０００千円 

 

(資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額２７８，６２２千円は当年度分損益勘定留保資金 ２７８，６２２千円で

補てんするものとする。）。 

 

収        入 

       

第１款   資 本 的 収 入                  １９６，６１０千円 

        第１項    企 業 債           ７０，０００千円 

       第３項     負 担 金        １２６，６１０千円 

                                    

支        出 

       

第１款   資 本 的 支 出                ４７５，２３２千円 

        第１項     建 設 改 良 費         ３６０，８３０千円 

       第２項     企 業 債 償 還 金         １１１，４５６千円 

第５項    そ の 他 資 本 的 支 出             ９４６千円 

第６項    予 備 費           ２，０００千円 

 

   （債務負担行為） 

  第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 
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事  項 期   間 限 度 額 

水道事業会計システム賃借 令 和 ４ 年 度 か ら 

契約期限到来の日まで 

契約に定める額 

配水場維持管理業務委託 令 和 ４ 年 度 か ら 

契約期限到来の日まで 

契約に定める額 

橿原市及び大和高田市水道お

客様センター業務委託 

令 和 ４ 年 度 か ら 

契約期限到来の日まで 

契約に定める額 

 

  (企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定 

める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

建設改良事業債 70,000 千円  

 

 

証書借入 

 

 

 

3.0％ 

以内 

 政府資金、地方公共団体金融

機構資金については、その融資

条件により、銀行その他の場合

は、その債権者との協定による。

ただし、企業財政の都合により

据置期間及び償還期限を短縮

し、もしくは繰上償還又は低利

に借り換えることができる。 

    

 (一時借入金） 

   第７条 一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。 

 

    (予定支出の各項の経費の金額の流用） 

   第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

     (1) 収益的支出における各項間の流用 

         (2) 資本的支出における各項間の流用 

 

    (議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

   第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流 

用し、 又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決 

を経なければならない。 

 

     (1) 職 員 給 与 費       １３６，４７９千円 

         (2) 交  際  費                  ２０千円 

 

    （たな卸資産購入限度額） 

   第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３，５９４千円と定める。 
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令和３年度大和高田市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和３年度大和高田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）水洗化戸数                   13,000 戸 

（２）年間総排水量                2,782,730 ㎥ 

（３）主要な建設改良事業 管路建設費等     1,162,896 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（１）収益的収入 

第１款 下水道事業収益           1,386,077 千円 

    第１項 営業収益              399,666 千円 

    第２項 営業外収益             986,411 千円 

（２）収益的支出 

   第１款 下水道事業費用           1,324,396 千円 

    第１項 営業費用             1,139,761 千円 

    第２項 営業外費用             184,185 千円 

    第３項 特別損失                250 千円 

    第４項 予備費                 200 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 412,797 千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 80,709 千円、当年度損益勘

定留保資金 210,162 千円、利益剰余金予定処分額 121,926 千円で補てんするものとする）。 

 （１）資本的収入 

   第１款 資本的収入             1,902,252 千円 

    第１項 企業債              1,323,752 千円 

    第４項 他会計補助金            317,000 千円 

    第６項 国庫補助金             257,500 千円 

    第７項 県補助金               4,000 千円 

 （２）資本的支出 

   第１款 資本的支出             2,315,049 千円 

    第１項 建設改良費            1,162,896 千円 

    第２項 固定資産購入費            2,520 千円 

    第３項 企業債償還金           1,149,433 千円 

    第７項 予備費                 200 千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 
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下水道事業債 

 

884,882 

千円 

証書借入 3.0％以内 

（ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る場合について、利

率の見直しを行っ

た後においては、当

該見直し後の利率） 

政府資金について

は、その融資条件に

より、銀行その他に

ついては、その債権

者と協定するもの

による。ただし、企

業財政の都合によ

り据置期間及び償

還期間を短縮し、又

は繰上償還若しく

は低利に借り換え

ることができる。 

資本費平準化債 

438,870 

千円 

計 

1,323,752 

千円 

   

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、2,000,000 千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）収益的支出における各項間の流用 

 （２）資本的支出における各項間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費                 85,503 千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業運営を助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は 

670,000 千円である。 
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令和３年度大和高田市病院事業会計予算 
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令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第１４号） 

 

令和２年度大和高田市の一般会計補正予算（第１４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５５５，７００千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ３７，４８６，０１１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費

は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加、変更及び廃止は、「第３表 地方債補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                 （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

15.国庫支出金  
12,359,913 16,590 12,376,503 

1.国庫負担金 
4,290,653 △25,333 4,265,320 

2.国庫補助金 
8,023,816 41,923 8,065,739 

16.県支出金  
1,849,055 30,708 1,879,763 

1.県負担金 
1,237,055 32,098 1,269,153 

2.県補助金 
513,403 △1,390 512,013 

17.財産収入  
27,470 180,000 207,470 

1.財産運用収入 
27,468 180,000 207,468 
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18.寄附金  
47,261 197,441 244,702 

1.寄附金 
47,261 197,441 244,702 

19.繰入金  
1,230,450 △45,376 1,185,074 

1.基金繰入金 
1,230,450 △45,376 1,185,074 

21.諸収入  
509,019 △1,463 507,556 

4.雑入 
492,519 △1,463 491,056 

22.市債  
4,045,900 177,800 4,223,700 

1.市債 
4,045,900 177,800 4,223,700 

補正されなかった科目に係る額 16,861,243 0 16,861,243 

歳  入  合  計 36,930,311 555,700 37,486,011 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

2.総務費  
11,857,977 398,796 12,256,773 

1.総務管理費 
11,322,231 398,796 11,721,027 

3.民生費  
11,906,763 204,146 12,110,909 

1.社会福祉費 
5,623,158 125,168 5,748,326 

2.児童福祉費 
3,494,225 15,285 3,509,510 

3.生活保護費 
2,789,076 63,693 2,852,769 

4.衛生費  
3,903,618 25,779 3,929,397 

1.保健衛生費 
2,059,049 27,069 2,086,118 

2.清掃費 
1,844,569 △1,290 1,843,279 

8.土木費  
1,922,303 △92,488 1,829,815 

2.道路橋りょう費 
318,667 0 318,667 
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3.河川費 
8,133 50,000 58,133 

4.都市計画費 
1,295,555 △139,958 1,155,597 

5.住宅費 
153,819 △2,530 151,289 

9.消防費  
880,553 0 880,553 

1.消防費 
880,553 0 880,553 

10.教育費  
3,180,567 19,467 3,200,034 

1.教育総務費 
560,307 2,533 562,840 

2.小学校費 
668,806 8,950 677,756 

3.中学校費 
249,034 4,000 253,034 

4.高等学校費 
410,268 2,150 412,418 

5.幼稚園費 
276,541 1,834 278,375 

補正されなかった科目に係る額 3,278,530 0 3,278,530 

歳  出  合  計 36,930,311 555,700 37,486,011 
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第２表　繰越明許費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

総務費 総務管理費 現庁舎跡地整備事業 26,578 

民生費 児童福祉費
新型コロナウイルス感染症対策経費
（国の３次補正分）（保育所・こども園）

1,200 

衛生費 保健衛生費 新生児特別定額給付金事業 2,009 

プレミアム付食事券事業 84,000 

土木費 道路橋りょう費 道路補修工事（国の３次補正分を含む） 11,000 

橋りょう補修事業（設計委託料） 6,055 

河川費 貯留施設整備事業（国の３次補正分） 50,000 

都市計画費 都市計画マスタープラン策定事業 7,480 

本郷大中線街路事業 7,000 

大和高田当麻線街路事業 44,345 

緑化公園整備事業（国の３次補正分を含む） 40,220 

住宅費 市営住宅管理事業（分筆登記等委託料） 1,980 

市営住宅管理事業（土地所有権確認業務） 4,341 

消防費 消防費 震度計移設工事 2,200 

教育費 教育総務費 ＧＩＧＡスクール構想推進事業 7,855 

新型コロナウイルス感染症対策経費
（国の３次補正分）（児童ホーム）

2,533 
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款 項 事　業　名 金　　額

教育費 小学校費 ＧＩＧＡスクール構想推進事業 1,282 

浮孔小学校既存校舎解体事業 82,636 

新型コロナウイルス感染症対策経費
（国の３次補正分）（小学校）

8,800 

中学校費 ＧＩＧＡスクール構想推進事業 481 

新型コロナウイルス感染症対策経費
（国の３次補正分）（中学校）

4,000 

高等学校費 ネットワーク認証基盤整備事業 13,544 

新型コロナウイルス感染症対策経費
（国の３次補正分）（高等学校）

2,000 

幼稚園費
新型コロナウイルス感染症対策経費
（国の３次補正分）（幼稚園）

300 

社会教育費 葛城コミュニティセンター外壁改修工事 8,000 
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第３表　地方債補正 

１　追　加

起 債 の 目 的 限 度 額

千円 ％

(借入方法) 3.0 以内

( た だ し ､ 利 率

見直し 方式 で借

入れる 場合 につ

いて､利率の見直

しを行 った 後に

お い て は ､ 当 該

見直し後の利率)

猶予特例債 52,000 〃 〃 〃

計 218,900

減収補てん債 166,900

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

  政府資金について

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協定

するものによる。

　ただし、市財政の都

合により据置期間及び

償還期間を短縮し、又

は繰上償還もしくは低

利に借換えすることが

できる。

普通貸借又

は証券発行

の方法によ

る。
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２　変　更

限 度 額 起債の 方法 利 率 償還 の 方法 限 度 額 起債の 方法 利 率 償還 の 方 法

千円 （借入方法）      % 政府資金に 千円 （借入方法）      % 政府資金に

3.0 ついては、そ 3.0 ついては、そ

普通貸借又は 以内 の融資条件に 普通貸借又は 以内 の融資条件に

証券発行の方 (ただし、 より、銀行そ 証券発行の方 (ただし、 より、銀行そ

法による。 利率見直 の他の場合に 法による。 利率見直 の他の場合に

2,154,300 し方式で はその債権者 2,168,200 し方式で はその債権者

借入れる と協定するも 借入れる と協定するも

場合につ の に よ る 。 場合につ の に よ る 。

いて、利 ただし、市 いて、利 ただし、市

率の見直 財政の都合に 率の見直 財政の都合に

しを行っ より据置期間 しを行っ より据置期間

た後にお 及び償還期間 た後にお 及び償還期間

いては、 を短縮し、又 いては、 を短縮し、又

当該見直 は繰上償還も 当該見直 は繰上償還も

し後の利 しくは低利に し後の利 しくは低利に

率） 借換えするこ 率） 借換えするこ

とができる。 とができる。

28,300 〃 〃 〃 28,400 〃 〃 〃

102,100 〃 〃 〃 103,600 〃 〃 〃

4,000 〃 〃 〃 40,000 〃 〃 〃

37,100 〃 〃 〃 10,000 〃 〃 〃

145,300 〃 〃 〃 83,900 〃 〃 〃

起 債 の 目的
補 正 前 補 正 後

庁舎建設事業

橋りょう整備
事業

道路整備事業

河川改良事業

本郷大中線街
路事業

大和高田当麻
線街路事業
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３　廃　止

起 債 の 目 的 限 度 額

千円 ％

(借入方法) 3.0 以内

( た だ し ､ 利 率

見直し 方式 で借

入れる 場合 につ

いて､利率の見直

しを行 った 後に

お い て は ､ 当 該

見直し後の利率)

庁舎跡地整備事業 23,700

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

  政府資金について

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協定

するものによる。

　ただし、市財政の都

合により据置期間及び

償還期間を短縮し、又

は繰上償還もしくは低

利に借換えすることが

できる。

普通貸借又

は証券発行

の方法によ

る。

 

 

 

 

令和２年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第６号） 

 

令和２年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５７，５６５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ７，５７６，６４２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

1.国民健康保険税  
1,275,210 △17,930 1,257,280 

1.国民健康保険

税 1,275,210 △17,930 1,257,280 

3.国庫支出金  
3,682 10,377 14,059 

2.国庫補助金 
3,682 10,377 14,059 
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6.県支出金  
5,424,348 37,553 5,461,901 

3.県負担金・補

助金 5,424,348 37,553 5,461,901 

9.繰入金  
592,891 27,565 620,456 

1.一般会計繰入

金 592,890 27,565 620,455 

補正されなかった科目に係る額 222,946 0 222,946 

歳  入  合  計 7,519,077 57,565 7,576,642 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

2.保険給付費  
5,395,627 30,000 5,425,627 

2.高額療養費 
702,500 30,000 732,500 

3.国民健康保険事

業費納付金 

 
1,706,651 27,565 1,734,216 

1.医療給付費分 
1,175,207 27,565 1,202,772 

補正されなかった科目に係る額 416,799 0 416,799 

歳  出  合  計 7,519,077 57,565 7,576,642 

 

 

 

令和２年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第５号） 

 

令和２年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入予算の補正） 

第１条 歳入予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入予算の金額は、

「第１表 歳入予算補正」による。 

 

第１表 歳入予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

1.保険料  
1,378,832 △16,449 1,362,383 

1.介護保険料 
1,378,832 △16,449 1,362,383 
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3.国庫支出金  
1,637,898 16,449 1,654,347 

2.国庫補助金 
483,456 16,449 499,905 

補正されなかった科目に係る額 4,260,281 0 4,260,281 

歳  入  合  計 7,277,011 0 7,277,011 

 

 

 

令和２年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

令和２年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ９６６，３５６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

3.繰入金  
276,930 2,000 278,930 

1.一般会計繰入

金 276,930 2,000 278,930 

補正されなかった科目に係る額 687,426 0 687,426 

歳  入  合  計 964,356 2,000 966,356 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

2.後期高齢者医療

広域連合負担金 

 
903,420 2,000 905,420 

1.後期高齢者医

療広域連合負

担金 903,420 2,000 905,420 

補正されなかった科目に係る額 60,936 0 60,936 
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歳  出  合  計 964,356 2,000 966,356 

 

 

 

令和２年度大和高田市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（総則） 

第１条 令和２年度大和高田市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（資本的収入及び支出の補正） 

第２条 予算第４条本文括弧中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「338,239 千円」を

「346,039 千円」に、利益剰余金予定処分額「118,255 千円」を「126,055 千円」に改め、予算第４

条に定めた資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

 

（科 目）       （既決予定額）  （補正予定額）  （ 計 ） 

第１款 資本的収入   1,962,333 千円    6,000 千円    1,968,333 千円 

第６項 国庫補助金    305,500 千円    6,000 千円     311,500 千円 

第１款 資本的支出   2,300,572 千円   13,800 千円    2,314,372 千円 

第１項 建設改良費   1,206,361 千円   13,800 千円    1,220,161 千円 

 

 

 

 

 

令和２年度大和高田市病院事業会計補正予算（第６号） 
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令和３年し尿くみ取り手数料集金事務委託の告示（環境衛生課） 

告示第２６号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、手数 

料の収納の事務を私人に委託したので、同条第２項の規定により次のとおり告示する。 

令和３年３月２５日 

                               大和高田市長 堀内 大造   

１ 委託を受けた者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

２ 委託した事務の範囲 

し尿くみ取り手数料集金事務 

 

３ 委託期間 

  令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

市道路線認定に関する告示（土木管理課） 

告示第２７号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第９条の規定により、市道の路線を次のように認定する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造    

路線番号 路 線 名 
起 点 

重要な経過地 
終 点 

１５６７ 高５６７号線 
大字大中１６０番２先  

大字大中１５８番３先 

１５６８ 高５６８号線 
蔵之宮町１３０番１６先  

蔵之宮町１３０番８先 

１５６９ 高５６９号線 
東三倉堂３３４番１５先  

東三倉堂３３４番１３先 

１５７０ 高５７０号線 
大字曽大根５３８番１先  

 大字曽大根５３８番６先 

１５７１ 高５７１号線 
大字有井３６６番４先  

 
大字有井１８０番１３先 

１５７２ 高５７２号線 
大字有井１８０番６先  

大字有井１８０番１６先 

１５７３ 高５７３号線 東三倉堂町３５８番３先  
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東三倉堂町３５６番５先 

２０４０ 瀬４０号 
大字藤森１３０番１６先  

大字藤森１２７番７先 

４１４０ 天１４０号 
大字奥田１５番８先  

 大字奥田１３番２先 

 

市道の区域の決定及び供用の開始に関する告示（土木管理課） 

告示第２８号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項及び第２項の規定により、道路の区域を次の

とおり決定し、供用を開始する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．道路の種類 市道 

２．路線名その他 

路 線 名 区     間 
幅員 

（㍍） 

延 長 

（㍍） 
備 考 

高５６７号線 
大字大中１６０番２先 

大字大中１５８番３先 
7.5～8.0 30.8  

高５６８号線 
蔵之宮町１３０番１６先 

蔵之宮町１３０番８先 
4.0～4.0 76.0  

高５６９号線 
東三倉堂３３４番１５先 

東三倉堂３３４番１３先 
6.0～13.0 85.0  

高５７０号線 
大字曽大根５３８番１先 

大字曽大根５３８番６先 
6.0～8.0 34.0 

 

 

高５７１号線 
大字有井３６６番４先 

大字有井１８０番１３先 
6.0～11.0 17.0 

 

 

高５７２号線 
大字有井１８０番６先 

大字有井１８０番１６先 
6.0～8.0 70.4  

高５７３号線 
東三倉堂町３５８番３先 

東三倉堂町３５６番５先 
6.0～8.0 18.0  

瀬４０号 
大字藤森１３０番１６先 

大字藤森１２７番７先 
6.0～8.0 102.0  

天１４０号 
大字奥田１５番８先 

大字奥田１３番２先 
6.3～9.9 111.0 

 

 

３．供用開始の期日 令和３年３月２６日 



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 97 

 

市道の路線の変更に関する告示（土木管理課） 

告示第２９号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、市道の路線を変更する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

路線番号 旧新別 路 線 名 起 点 終 点 
重要な 

経過地 

１３６７ 

旧 

高３６７号線 

大和高田市東三倉堂町３８１番６先 

大和高田市東三倉堂町３８１番２０先 

 

 

 
新 

大和高田市東三倉堂町３８１番６先 

大和高田市東三倉堂町３５２番３先 

 

市道の区域の変更に関する告示（土木管理課）） 

告示第３０号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域の変更を次のよう

に決定する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．道路の種類 市道 

２．路線名その他 

路 線 名 変更の区間 

変更前の 

幅員（ｍ） 

変更前の 

延長（ｍ） 

変更後の 

幅員（ｍ） 

変更後の 

延長（ｍ） 

高３６７号線 
大和高田市東三倉堂町３８１番６先 

大和高田市東三倉堂町３５２番３先 

4.0～4.1   104.9 

3.4～6.2   223.9 

 

市道の供用の開始に関する告示（土木管理課） 

告示第３１号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、道路の供用を開始する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

路 線 名 供用開始の区間 供用開始の期日 

高３６７号線 
大和高田市東三倉堂町３８１番６先 

大和高田市東三倉堂町３５２番３先 
令和３年３月２６日 
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市道の区域の変更及び供用の開始に関する告示（土木管理課） 

告示第３２号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項及び第２項の規定により、道路の区域を次の

とおり変更し、供用を開始する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．道路の種類 市道 

２．路線名その他 

路 線 名 区     間 
変更 

前後 

幅員 

（㍍） 

延長 

（㍍） 
備 考 

高 ２１号線 
大字有井 76番 4から 

大字有井 76番 10まで 

前 5.0～5.8 51.0 
面積増 

後 5.0～8.5 51.0 

高 ２８号線 
日之出西本町 109番から 

日之出西本町 109番まで 

前 5.0～5.0 11.7 
〃 

後 6.5～6.5 11.7 

高１３８号線 
今里町 127番 1から 

今里町 140 番まで 

前 2.4～2.8 24.0 
〃 

後 2.6～3.0 24.0 

高１５５号線 

礒野町 237番 10から 

礒野町 237番 10まで 
前 4.0～5.3 22.0 

〃 
後 5.3～5.3 22.0 

高２３６号線 
大字曽大根 156番 8から 

大字曽大根 156番 11まで 

前 4.1～4.4 25.0 
〃 

後 6.4～6.4 25.0 

高２３９号線 
大字曽大根 156番 1から 

大字曽大根 156番 8まで 

前 9.0～11.1 44.0 
〃 

後 9.2～11.3 44.0 

高３４５号線 
大字有井 78番 21から 

大字有井 76番 10まで 

前 5.0～5.1 3.0 
面積減 

後 0.0～0.0 0.0 

高５１６号線 
高砂町 206番 2から 

高砂町 206番 5まで 

前 8.1～8.1 11.0 
面積増 

後 8.1～8.1 11.0 

高５４１号線 
大字田井 174番から 

大字田井 172番 8まで 

前 6.0～6.0 99.6 
〃 

後 6.9～6.9 99.6 

瀬 １０号線 
大字藤森 186番 1から 

大字藤森 197番 1まで 

前 4.5～6.5 168.0 
面積増 

後 5.0～7.0 168.0 

陵 ３４号線 

香芝市五位堂 4丁目 229 番 8から 

香芝市瓦口 1番 2まで 
前 6.1～7.1 24.0 

面積減 
後 0.0～0.0 0.0 

天 ８１号線 
大字奥田 206番 1から 

大字奥田 212番 1まで 

前 4.0～13.8 56.0 
面積増 

後 7.0～7.0 56.0 

天 ８２号線 
大字根成柿 18番 1から 

大字根成柿 21番まで 

前 3.8～4.0 50.0 
〃 

後 3.9～4.1 50.0 

天１０９号線 
大字根成柿 534番 1から 

大字根成柿 536番 1まで 

前 3.9～3.9 35.0 
〃 

後 4.5～4.5 35.0 

３．供用開始の期日 令和３年３月２６日 
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市道の路線の認定に関する告示（土木管理課） 

告示第３３号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、市道の路線を廃止する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

路線番号 路 線 名 
起 点 

重要な経過地 
終 点 

１５１４ 高５１４号線 
大和高田市永和町１４６５番１先  

大和高田市永和町１４６６番１先 

 

指定居宅介護支援事業者の指定の廃止（介護保険課） 

告示第３４号 

介護保険法第８２条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業の廃止の届出がありましたので、

同法第８５条の規定により次のとおり告示します。 

令和３年３月３０日 

                                大和高田市長 堀内 大造   

１ 事業者の名称 

合同会社ライフパートナー希望 

２ 指定する事業所の名称及び所在地 

ライフパートナー希望 

大和高田市今里川合方９６－２９ 

３ 廃止年月日 

令和３年３月３１日 

４ サービスの種類 

居宅介護支援 

 

収納事務委託の告示（企画創生課） 

告示第３５号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、収納事務を委託し

たので、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）第１７条の３の規定により告示する。 

  令和３年３月３０日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 委託を受けた者の名称及び所在地 

   名称 所在地 

株式会社さとふる 東京都中央区京橋二丁目２番１号 

楽天株式会社 東京都世田谷区玉川１-１４-１ 楽天クリムゾ

ンハウス 

株式会社トラストバンク 東京都渋谷区渋谷２丁目２４番１２号 

 

２ 委託した収納事務 

  ふるさと大和高田応援寄附金（インターネットを利用して納付するものに限る。） 

 

３ 委託期間 
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  令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

指定納付代理者の指定の告示（企画創生課） 

告示第３６号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項に規定する指定代理納付者を指定し

たので、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）第１３条第２項の規定により告示する。 

  令和３年３月３０日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 指定代理納付者の名称及び所在地 

名称 所在地 

ＳＢペイメントサービス株式会社 東京都港区新橋１丁目９番２号 

楽天株式会社 東京都世田谷区玉川１-１４-１ 楽天クリムゾ

ンハウス 

ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社 東京都渋谷区道玄坂１－１４－６ 

南都ディーシーカード株式会社 奈良県生駒市東生駒一丁目６１番地７ 

三菱ＵＦＪニコス株式会社 東京都文京区本郷３丁目３３番５号 

株式会社トラストバンク 東京都渋谷区渋谷２丁目２４番１２号 

ＰａｙＰａｙ株式会社 東京都千代田区紀尾井町１－３ 

 

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入の種類 

  ふるさと大和高田応援寄附金（インターネットを利用して納付するものに限る。） 

 

３ 指定代理納付者に歳入を代理納付させる期間 

  令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

大和高田市営住宅等家賃滞納整理事務処理要綱を廃止する告示（営繕住宅課） 

告示第３８号 

大和高田市営住宅等家賃滞納整理事務処理要綱を廃止する告示を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市営住宅等家賃滞納整理事務処理要綱を廃止する告示 

 大和高田市営住宅等家賃滞納整理事務処理要綱（平成２１年告示第１３号）は、廃止する。 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 

大和高田市生活習慣改善事業実施要綱の一部を改正する告示（健康増進課） 

告示第３９号 

大和高田市生活習慣改善事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市生活習慣改善事業実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市生活習慣改善事業実施要綱（平成２８年告示第５０号の２）の一部を次のように改正す

る。 

 第７条第１項中「又は骨密度測定装置」を削る。 

   附 則 

 この告示は、令和３年４月１日から施行する。 
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大和高田市新生児定額給付金給付事業実施要綱の一部を改正する告示（企画創生課） 

告示第４０号 

大和高田市新生児定額給付金給付事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市新生児定額給付金給付事業実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市新生児定額給付金給付事業実施要綱（令和２年告示第１１９号）の一部を次のように改

正する。 

 第１条中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１

項に規定する新型コロナウイルス感染症」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令

和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに

報告されたものに限る。）である感染症」に改める。 

 第６条中「令和３年３月３１日」を「令和３年４月３０日」に改める。 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 

大和高田市高齢者に係る成年後見制度利用支援事業実施要綱（地域包括支援課） 

告示第４２号 

 大和高田市高齢者に係る成年後見制度利用支援事業実施要綱を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市高齢者に係る成年後見制度利用支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第３２条の規定により行う市長によ

る成年後見等の審判請求、審判請求費用の助成及び後見人等報酬の助成について必要な事項を定め

ることにより、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により判断能力が十分でない者が

その尊厳を保持しながら地域において自立した日常生活を営むことができるよう、成年後見制度の

利用を促進し、もって高齢者の権利擁護の推進及び福祉の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 高齢者等 老人福祉法第５条の４第１項が規定する６５歳以上の者をいう。 

 （２） 成年後見人等 成年後見人、保佐人又は補助人をいう。 

（３） 成年後見等開始の審判 民法（明治２９年法律第８９号）第７条の規定による後見開始の

審判、同法第１１条の規定による保佐開始の審判又は同法第１５条第１項の規定による補助開始

の審判をいう。 

（４） 後見人等報酬 成年後見人等の後見、保佐、補助に係る報酬をいう。 

（５） 報酬付与の審判 民法第８６２条、第８７６条の５第２項及び第８７６条の１０第１項の

規定による報酬付与の審判をいう。 

（６） 市長による審判請求 老人福祉法第３２条の規定に基づく後見開始、保佐開始又は補助開

始の審判請求をいう。 

（７） 審判請求費用の助成 市長による審判請求に要する費用について行う助成をいう。 
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（８） 後見人等報酬の助成 後見人等報酬の支払に対する助成をいう。 

（審判請求の対象者） 

第３条 市長は、本市に住所を有する者のうち成年後見等開始の審判を必要とする状態にあると認め

られる高齢者等であって、次の各号のいずれかに該当するものについて、市長による審判請求をす

ることができる。ただし、審判請求に係る審判の対象者（以下この条において「本人」という。）

を保護する緊急の必要性が認められる場合において、各号の掲げる要件を確認する時間的余裕がな

いと認めるときは、この限りでない。 

（１） 本人に４親等内の親族（「親族等」という。以下この条において同じ。）がいないとき又は

親族等の所在が不明のとき。 

（２） 虐待、放置、審判請求の拒否その他親族等による審判請求を期待できない事情が認められ

るとき。 

２ 市長は、前項の審判請求において、市長による審判請求を必要とする状態にあるかどうか判断す

るに当たって、次に掲げる事項を総合的に考慮するものとする。 

（１） 本人の事理を弁識する能力の程度 

（２） 親族等以外の者による本人保護の可能性 

（３） 行政機関等が行う他施策及び福祉サービスの活用による支援の可能性 

（４） その他市長が確認を必要とする事項 

３ 第１項の規定による要件の確認又は前項の規定による総合考慮をする時間的余裕がなく、かつ、

本人の福祉の増進を図るために市長による審判請求をすべきことが明らかに認められるときは、前

２項の規定にかかわらず、市長は、市長による審判請求をすることができる。 

（審判請求費用の助成） 

第４条 市長は、市長による審判請求について、審判請求に要する費用を負担するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、対象者の資産の状況等を勘案し、市長による審判請求に要し

た費用の全部又は一部を対象者に負担させることが相当と判断したときは、家事事件手続法（平成

２３年法律第５２号）の定めるところにより、当該費用の返還を求めることができる。 

（後見人等報酬の助成等） 

第５条 市長は、報酬付与の審判が行われた場合において、成年後見、保佐又は補助に係る被後見人、

被保佐人又は被補助人（以下この条において「本人」という。）が本市に住所を有する高齢者等で

あって、次の各号のいずれかに該当するものであるときは、本人に対して後見人等報酬の助成を行

うものとする。ただし、成年後見人等が本人の配偶者、直系親族又は兄弟姉妹であるときは、後見

人等報酬の助成を行わない。 

 （１） 生活保護法第６条第１項に規定する被保護者 

（２） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律第１４条に規定する支援給付を受けている者 

（３） 次に掲げる要件のいずれにも該当する者 

ア 本人及び本人と生計を一にする世帯員全員が市町村民税非課税であること。 

イ 本人及び本人と生計を一にする世帯員全員が有する現金、預貯金、有価証券等の合計額が、

後見人等報酬の支払に要する費用に３０万円を加えた額を下回ること。 

ウ 本人が居住する家屋その他日常に必要な資産以外に活用できる資産がないこと。 

２ 後見人等報酬の助成の対象となる期間は、報酬付与の審判により報酬付与がなされる期間（以下

「報酬付与対象期間」という。）の末日から起算して１年前までの間とする。ただし、市長が特に

必要と認める場合は、この限りでない。 

３ 後見人等報酬の助成の額は、家庭裁判所が決定する報酬額に相当する額であって月額２０，００

０円をその限度とする。 

（助成の申請） 
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第６条 後見人等報酬の助成の申請をしようとする者は、大和高田市高齢者に係る成年後見制度利用

支援事業助成金（後見人等報酬）支給申請書（様式第１号）に、必要書類を添えて市長に申請しな

ければならない。 

２ 前項の規定による申請は、後見人等報酬の付与の審判確定日から起算して３月以内に行わなけれ

ばならない。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

３ 市長は、後見人等報酬の助成の対象者が第１項の申請をしていたかどうかにかかわらず、当該対

象者が後見人等報酬の助成の決定前に死亡していた場合において、当該対象者が生存していたなら

ば前条第１項各号のいずれかに該当したであろうと認めるときは、当該対象者の相続財産から成年

後見人等が後見人等報酬の支払を受けることができないときに限り、当該成年後見人等に対して後

見人等報酬の助成をすることができる。 

４ 前項の後見人等報酬の助成について、申請その他の手続は後見人等報酬の助成の例により成年後

見人等が行うものとする。 

（助成の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、内容を審査の上、助成の可否を決定し、大

和高田市高齢者に係る成年後見制度利用支援事業助成金支給（不支給）決定通知（様式第２号）に

より通知するものとする。 

（対象者の範囲の特例） 

第８条 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１３条に規定する住所地特例対象施設、生活保護

法（昭和２５年号外法律第１４４号）第３８条第２項の救護施設又は障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律第１９条第３項の特定施設その他これに準ずるとして市長が別

に定める施設（以下この条において「対象施設等」と総称する。）に入所又は入居している者であ

って当該対象施設等への入所又は入居前に本市に居住していたものは、第３条第１項及び第５条第

１項の規定による本市に住所を有する者とみなす。 

２ 第３条第１項及び第５条第１項の規定にかかわらず、市内の対象施設等に入所又は入居している

者であって当該対象施設等への入所又は入居前に市外に居住していたものは、市長による審判請求、

審判請求費用の助成及び後見人等報酬の助成の対象者としないものとする。 

（費用等の返還） 

第９条 市長は、詐欺その他不正の手段により審判請求費用の助成又は後見人等報酬の助成を受けた

者があるときは、その者に対し、当該費用等の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（譲渡及び担保の禁止） 

第１０条 後見人等報酬の助成を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（補則） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行し、この告示の施行の日以後になされた市長による審判

請求及び審判請求費用の助成並びに同日以後に申請がなされた後見人等報酬の助成について適用

する。 

２ 第５条第３項の規定にかかわらず、この告示の施行の日以後に助成の申請がなされた後見人等報

酬の額について、報酬付与対象期間に令和３年４月１日が含まれるときは、同項中「月額２０，０

００円」とあるのは「月額３０，０００円」とする。 

 

 

様式第１号（第６条関係） 

年  月  日 
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大和高田市長 宛 

大和高田市高齢者に係る成年後見制度利用支援事業助成金（後見人等報酬）支給申請書 

 

助成金の支給を受けたいので、次のとおり申請します。なお、受給資格認定に当たり、大和高田市

の担当職員が、住民税の課税台帳の閲覧を行うことに同意します。 

（
被
後
見
人
等
） 

申
請
者 

フリガナ  後見等類型 

氏名 
 

印 後見・保佐・補助 

住所 
〒 

電話番号   （  ） 

（
後
見
人
等
） 

代
理
人 

フリガナ  職種 

氏名 印 
 

住所 
〒 

電話番号   （  ） 

申請 

資格（該

当に☑） 

 生活保護受給者 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受給者 

 市町村民税非課税者等（第５条第３号関係） 

申請額 

 

円 報酬付与 

対象期間 

年  月  日 から 

年  月  日 まで 

振込 

金融 

機関 

金融機関名 支店名 

銀行・金庫・農協・組合 本店・支店・支所・出張所 

種別 口座番号 口座名義人 

普通当

座 

  

１ 提出必須書類 

□ 報酬付与審判書謄本の写し 

□ 報酬付与申立書及び添付書類一式の写し 

□ 審判確定が分かる書類（登記事項証明書、裁判所が発行する審判確定証明書等） 

□ 保佐、補助の場合は代理権が分かるもの（登記事項証明書等） 

□ 預金通帳の写し（報酬付与対象期間） 

□ 後見等活動報告書等の活動の内容が分かるもの 

□その他大和高田市が報酬助成の審査に必要と認めるもの 

２ 生活保護受給者 

□ 生活保護受給証明書 

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律による支援給付受給者 
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□ 本人確認証の写し 

４ 資産等の基準を満たす者 

□ 資産等申告書（別紙１）及び添付書類（有価証券等の写し） 

５ 住所地特例施設に入所しており、大和高田市民でない者 

□ 市町村民税非課税証明 

□ 住民票の写し 

□ 介護保険被保険者証 

６ 本人が死亡した場合 

□ 債務申告書（被後見人等死亡時）（別紙２） 

７ 注意事項 

 各種公的書類は３か月以内に取得したものとします。 

 被後見人等とは、成年被後見人、被保佐人、被補助人のことをいいます。 

 後見人等とは、成年後見人、保佐人、補助人のことをいいます。 

 後見人等が本人の配偶者、直系親族又は兄弟姉妹の場合は、支給を受けられません。 

 

別紙１ 

 

    年   月   日 

 

大和高田市長 宛 

 

資産等申告書 

 

 

本人（被後見人等）：             の世帯員にかかる資産について、次のとおり申告

します。 

フリガナ     

世帯員氏名 

（続柄） （   ） （   ） （   ） （   ） 

現金 
円 円 円 円 

預貯金 
円 円 円 円 

有価証券 

(株・債券等) 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

その他 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

円 円 円 円 
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合計 
円 円 円 円 

居住用以外の土地・家屋・ 

貴金属等の所有物の有無 
無 ・ 有 （             ） 

※有価証券等は評価額の分かるものを添付して下さい。 

 

 

 

別紙２ 

 

年   月   日 

 

大和高田市長 宛 

 

債務申告書（被後見人等死亡時） 

 

 

死亡した本人（被後見人等）：             の残債務について、次のとおり申告し

ます。 

支払項目 

（公共料金・医療費等） 
債務額 返済予定額 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

合計 円 円 

残った預貯金から債務を返

済した残額 

残預貯金 

円 
― 

返済予定額合計 

円 
＝ 

 

円 

※ 死亡時点での債務額を記載して下さい。 

※ 全ての債務に対して請求書等を添付して下さい。 
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様式第２号（第７条関係） 

第    号 

       年   月   日 

        様 

大和高田市長       印   

 

大和高田市高齢者に係る成年後見制度利用支援事業助成金支給（不支給）決定通知書 

 

 

     年   月   日付けで申請のあった成年後見制度利用支援事業助成金（後見人等報

酬）について、次のとおり決定したので通知します。 

申請者氏名 

（被後見人等） 
 

代理人氏名 

（後見人等） 
 

決定内容 全部支給 ・ 一部支給 ・ 不支給 

支給金額 円 

不支給・減額 

の理由 
 

備考  

 

大和高田市障害者に係る成年後見制度支援事業実施要綱（社会福祉課） 

告示第４３号 

 大和高田市障害者に係る成年後見制度利用支援事業実施要綱を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市障害者に係る成年後見制度利用支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第２８条及び精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第５１条の１１の２の規定に基づき実施す

る知的障害者及び精神障害者に係る成年後見制度の利用に対する支援について必要な事項を定め、
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もって障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

（支援の内容） 

第２条 支援の内容は、次に掲げる事項とする。 

（１） 知的障害者福祉法第２８条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５１条の１１

の２の規定に基づく後見開始、保佐開始又は補助開始の審判請求（以下「市長による審判請求」

という。） 

（２） 前号の審判請求に要する費用の助成（以下「審判請求費用の助成」という。） 

（３） 第１号の市長による審判請求により開始した成年後見、保佐又は補助において、成年後見

人、保佐人又は補助人（以下「成年後見人等」という。）の報酬（以下「後見人等報酬」という。）

の支払に要する費用に対する助成（以下「後見人等報酬の助成」という。） 

（審判請求の対象者） 

第３条 市長による審判請求の対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

 （１） 本市に住所を有する者 

（２） ６５歳未満の者 

（３） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第４条の知的障害者又は精神障害者 

（４） 成年後見等開始の審判を必要とする状態にあり、成年後見人等なしでは生命、身体又は財

産に対する重大な侵害を回避できないと認められる者 

２ 市長は、前項第４号に該当するかどうか判断するに当たって次に掲げる事項を総合的に考慮する

ものとする。 

（１） 審判請求に係る審判の対象者（以下この条において「本人」という。）の事理を弁識する

能力の程度 

（２） 本人の４親等内の親族（以下「親族等」という。）の有無、親族等による本人保護の可能

性及び親族等が審判請求を行う意思の有無 

（３） 行政等が行う保健、医療及び福祉サービスの活用による本人に対する支援策等の効果 

（４） その他市長が確認を必要とする事項 

３ 第１項の規定による要件の確認又は前項の規定による総合考慮をする時間的余裕がなく、かつ、

本人の福祉の増進を図るために市長による審判請求をすべきことが明らかに認められるときは、前

２項の規定にかかわらず、市長は、市長による審判請求をすることができる。 

 （審判請求費用の助成） 

第４条 市は、市長による審判請求について、審判請求に要する費用を負担するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、対象者の資産の状況等を勘案し、市長による審判請求に要し

た費用の全部又は一部を対象者に負担させることが相当と判断したときは、家事事件手続法（平成

２３年法律第５２号）の定めるところにより、当該費用の返還を求めることができる。 

（後見人等報酬の助成） 

第５条 市長は、市長による審判請求により開始した成年後見、保佐又は補助に係る成年被後見人、

被保佐人又は被補助人（以下この条において「本人」という。）について、民法（明治２９年法律

第８９号）第８６２条、第８７６条の５第２項又は第８７６条の１０第１項の規定による報酬付与

の審判（以下「報酬付与の審判」という。）が行われた場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、本人に対して後見人等報酬の助成を行うものとする。ただし、成年後見人等が本人の

配偶者、直系親族又は兄弟姉妹であるときは、この限りでない。 

 （１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者 

（２） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条に規定する支援給付を受けている者 

（３） 次に掲げる要件のいずれにも該当する者 
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ア 本人及び本人と生計を一にする世帯員全員が市町村民税非課税であること。 

イ 本人及び本人と生計を一にする世帯員全員が有する現金、預貯金、有価証券等の合計額が、

後見人等報酬の支払に要する費用に３０万円を加えた額を下回ること。 

ウ 本人が居住する家屋その他日常に必要な資産以外に活用できる資産がないこと。 

２ 後見人等報酬の助成の対象となる期間は、報酬付与の審判により報酬付与がなされる期間（以下

「報酬付与対象期間」という。）の末日から起算して１年前までの間とする。ただし、市長が特に

必要と認める場合は、この限りでない。 

３ 後見人等報酬の助成の額は、家庭裁判所が決定する報酬額に相当する額であって月額２０，００

０円をその限度とする。 

（助成の申請） 

第６条 後見人等報酬の助成の申請をしようとする者は、大和高田市障害者に係る成年後見制度利用

支援事業助成金支給申請書（様式第１号）に、必要書類を添えて市長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請は、報酬付与の審判の確定日から起算して３月以内に行わなければならな

い。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

３ 市長は、後見人等報酬の助成の対象者が第１項の申請をしていたかどうかにかかわらず、当該対

象者が後見人等報酬の助成の決定前に死亡していた場合において、当該対象者が生存していたなら

ば前条第１項各号のいずれかに該当したであろうと認めるときは、当該対象者の相続財産から成年

後見人等が後見人等報酬の支払を受けることができないときに限り、当該成年後見人等に対して後

見人等報酬の助成をすることができる。 

４ 前項の後見人等報酬の助成について、申請その他の手続は後見人等報酬の助成の例により成年後

見人等が行うものとする。 

（助成の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、内容を審査の上、助成の可否を決定し、大

和高田市障害者に係る成年後見制度利用支援事業助成金支給（不支給）決定通知（様式第２号）に

より通知するものとする。 

（対象者の範囲の特例） 

第８条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第１９条第３項に規定する特

定施設その他これに準ずるものとして市長が別に定める施設（以下「対象施設」という。）に入所

している障害者であって、対象施設への入所前に本市に居住していたものは、第３条第１項第１号

及び第５条第１項の規定による本市に住所を有する者とみなす。 

２ 第３条第１項及び第５条第１項の規定にかかわらず、市内の対象施設に入所している者であって、

当該対象施設への入所前に市外に居住していたものは、市長による審判請求、審判請求費用の助成

及び後見人等報酬の助成の対象者としないものとする。 

（費用等の返還） 

第９条 市長は、詐欺その他不正の手段により審判請求費用の助成又は後見人等報酬の助成を受けた

者があるときは、その者に対し、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（譲渡及び担保の禁止） 

第１０条 後見人等報酬の助成を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（補則） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行し、この告示の施行の日以後になされた市長による審判

請求及び審判請求費用の助成並びに同日以後に申請がなされた後見人等報酬の助成について適用

する。 
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２ 第５条第３項の規定にかかわらず、この告示の施行の日以後に助成の申請がなされた後見人等報

酬について、報酬付与対象期間に令和３年４月１日が含まれるときは、同項中「月額２０，０００

円」とあるのは「月額３０，０００円」とする。 

 

 

 

様式第１号（第６条関係） 

年  月  日 

大和高田市長 宛 

大和高田市障害者に係る成年後見制度利用支援事業助成金支給申請書 

 

助成金の支給を受けたいので、次のとおり申請します。なお、受給資格認定に当たり、大和高田市

の担当職員が住民税の課税台帳の閲覧を行うことに同意します。 

（
被
後
見
人
等
） 

申
請
者 

フリガナ  後見等類型 

氏名 
 

印 後見・保佐・補助 

住所 
〒 

電話番号   （  ） 

（
後
見
人
等
） 

代
理
人 

フリガナ  職種 

氏名 印 
 

住所 
〒 

電話番号   （  ） 

申請 

資格（該

当に☑） 

 生活保護受給者 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受給者 

 市町村民税非課税者等（第５条第３号関係） 

申請額 

 

円 報酬付与 

対象期間 

年  月  日 から 

年  月  日 まで 

振込 

金融 

機関 

金融機関名 支店名 

銀行・金庫・農協・組合 本店・支店・支所・出張所 

種別 口座番号 口座名義人 

普通当

座 

  

 

１ 提出必須書類 

□ 報酬付与審判書謄本の写し 

□ 報酬付与申立書及び添付書類一式の写し 
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□ 審判確定が分かる書類（登記事項証明書、裁判所が発行する審判確定証明書等） 

□ 保佐、補助の場合は代理権が分かるもの（登記事項証明書等） 

□ 預金通帳の写し（報酬付与対象期間） 

□ 後見等活動報告書等の活動の内容が分かるもの 

□ その他大和高田市が報酬助成の審査に必要と認めるもの 

２ 生活保護受給者 

□ 生活保護受給証明書 

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律による支援給付受給者 

□ 本人確認証の写し 

４ 資産等の基準を満たす者 

□ 資産等申告書（別紙１）及び添付書類（有価証券等の写し） 

５ 対象施設に入所しており、大和高田市民でない者 

□ 市町村民税非課税証明 

□ 住民票の写し 

□ 障害福祉サービス受給者証等 

６ 本人が死亡した場合 

□ 債務申告書（被後見人等死亡時）（別紙２） 

７ 注意事項 

・ 各種公的書類は３か月以内に取得したものとします。 

・ 被後見人等とは、成年被後見人、被保佐人、被補助人のことをいいます。 

・ 後見人等とは、成年後見人、保佐人、補助人のことをいいます。 

・ 後見人等が本人の配偶者、直系親族又は兄弟姉妹の場合は、支給を受けられません。 

別紙１ 

    年   月   日 

 

大和高田市長 宛 

 

資産等申告書 

 

本人（被後見人等）：             の世帯員にかかる資産について、次のとおり申

告します。 

フリガナ     

世帯員氏名 

（続柄） （   ） （   ） （   ） （   ） 

現金 
円 円 円 円 

預貯金 
円 円 円 円 

有価証券 

(株・債券等) 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

その他 
円 円 円 円 
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円 円 円 円 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

合計 
円 円 円 円 

居住用以外の土地・家屋・ 

貴金属等の所有物の有無 
無 ・ 有 （             ） 

※有価証券等は評価額の分かるものを添付して下さい。 

 

 

 

別紙２ 

年   月   日 

大和高田市長 宛 

 

債務申告書（被後見人等死亡時） 

 

死亡した本人（被後見人等）：             の残債務について、次のとおり申告し

ます。 

支払項目 

（公共料金・医療費等） 
債務額 返済予定額 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

 
円 円 

合計 円 円 
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残った預貯金から債務を返

済した残額 

残預貯金 

円 
― 

返済予定額合計 

円 
＝ 

 

円 

※ 死亡時点での債務額を記載して下さい。 

※ 全ての債務に対して請求書等を添付して下さい。 

 

 

 

様式第２号（第７条関係） 

第    号 

       年   月   日 

        様 

大和高田市長          印  

 

大和高田市障害者に係る成年後見制度利用支援事業助成金支給（不支給）決定通知書 

 

 

     年   月   日付けで申請のあった成年後見制度利用支援事業助成金（後見人等報酬）

について、次のとおり決定したので通知します。 

申請者氏名 

（被後見人等） 
 

代理人氏名 

（後見人等） 
 

決定内容 全部支給 ・ 一部支給 ・ 不支給 

支給金額 円 

不支給・減額 

の理由 
 

備考  

 

大和高田市重度心身障害者（児）福祉タクシー実施要綱の一部を改正する告示（社会福祉課） 

告示第４４号 

 大和高田市重度心身障害者（児）福祉タクシー実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 
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大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市重度心身障害者（児）福祉タクシー実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市重度心身障害者（児）福祉タクシー実施要綱（平成４年告示第１３―４）の一部を次の

ように改正する。 

 第３条第１号中「障害程度がそれぞれ」を「いずれかの障害程度が」に改め、同条第２号を次のよ

うに改める。 

 （２） 身体上の障害の重複（身体障害者福祉法施行規則別表第５号に規定する上肢及び聴覚のみ

の重複を除く。）により障害程度が１級又は２級の者 

   附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 

大和高田市高齢者短期宿泊事業実施要綱（地域包括支援課） 

告示第４６号 

 大和高田市高齢者短期宿泊事業実施要綱を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市高齢者短期宿泊事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、身体上若しくは精神上の障害のため又は環境上の理由から在宅での生活が著し

く困難な高齢者に対して、当該高齢者の安全な生活が確保されるまでの間、養護老人ホーム（以下

「施設」という。）に宿泊させること（以下「短期宿泊事業」という。）により、生命、身体又は財

産の一時的な保護を図り、もって高齢者の福祉の向上を図ることを目的とする。 

（事業の内容） 

第２条 短期宿泊事業の内容は、市長が指定する施設において高齢者を一時的に宿泊させ養護するこ

とにより、当該高齢者の心身の健康を保持するための体調の調整を図るものとする。 

（対象者） 

第３条 次の各号のいずれにも該当する６５歳以上の在宅の高齢者（以下「対象者」という。）は、短

期宿泊事業の利用を申請することができる。 

（１） 本市に住所を有する者 

（２） 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条の規定による要介護又は要支援の認定を受

けていない者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、対象者としない。 

（１） 伝染性疾患の患者又は入院加療が必要と認められる者 

（２） 施設の秩序を乱すおそれがあると認められる者 

 （３） 施設管理上著しい支障を及ぼすおそれがあると認められる者 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、生命、身体又は財産の保護のため緊急の必要があると認め

るときは、その者を対象者とみなすことができる。 

（利用要件） 

第４条 対象者は、次の各号のいずれかに該当する場合に、短期宿泊事業を利用できるものとする。 

（１） 虐待等が原因で一時的に養護する必要があると認められるとき。 

（２） 認知症等による症状が原因で在宅生活が困難であると認められるとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、短期宿泊事業の利用が必要であると市長が認めるとき。 

（利用申請及び決定） 

第５条 対象者は、短期宿泊事業の申請に当たって、大和高田市短期宿泊事業利用申請書（様式第１

号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 
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（１） 心身状況表（様式第２号） 

（２） 医師の証明書（様式第３号） 

２ 市長は、前項の申請があったときは、前条の規定による利用要件に基づき短期宿泊事業の利用の

適否を審査し、適当と認めるときは大和高田市短期宿泊事業利用決定通知書（様式第４号）により、

不適当と認めるときは大和高田市短期宿泊事業利用却下通知書（様式第５号）により申請者に通知

するものとする。 

３ 市長は、第３条第３項の対象者に短期宿泊事業を利用させるときは、前項の規定による決定及び

通知を口頭により行うことができる。この場合において、市長は、事後にその決定を証する書面を

当該利用者に交付するものとする。 

（利用期間） 

第６条 短期宿泊事業の利用期間は、利用を開始した日の翌日から起算して１４日以内とする。ただ

し、市長が特に必要があると認めたときは、利用期間を延長することができる。 

（利用決定の取消し） 

第７条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、短期宿泊事業の利用の決定を取り

消すものとする。 

（１） 第３条に規定する対象者要件に該当しなくなったとき。 

（２） 第４条に規定する利用要件に該当しなくなったとき。 

（３） その他短期宿泊事業の利用を継続することが困難と市長が認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により短期宿泊事業の利用決定を取り消したときは、大和高田市短期宿泊事

業利用決定取消通知書（様式第６号）により利用者に通知するものとする。 

（費用負担） 

第８条 利用者は、短期宿泊事業に要する費用として、１日当たり３８０円を負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、利用者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条１項に規定

する被保護者の属する世帯（単給世帯を含む。）と生計を一にする場合は、前項の規定による費用

の負担を免除する。 

３ 利用者は、第１項の規定に基づく費用負担のほか、食材料費相当額を負担するものとする。 

（補則） 

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 

附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

様式第１号（第５条関係） 

                                    年   月   日 

大和高田市長  宛 

                        申請者 住所  

                                氏名                

                                           電話     －   －      

大和高田市短期宿泊事業利用申請書 

 次のとおり短期宿泊事業を利用したいので、申請します。 

対

象
住   所  
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者 
氏   名  

生 年 月 日     年    月    日 

電 話 番 号  （     ）       － 

緊 急 連 絡 先  （     ）       － 

短期宿泊を必要と

する理由 

 

 

希 望 す る 期 間 年  月  日 から   年  月  日まで 

生 活 保 護 １ 受けている  ２ 受けていない 

 

 

 

 

 

様式第２号（第５条関係） 

心 身 状 況 表 

（短期宿泊事業用） 

対象者氏名   

障   害 部 位   身体障害者手帳   級 

疾病の状況 

現在病   

既往病   

かかりつけ

の医療機関 

病院名   

科 名         科 主治医名 医師 

住 所   

電話番号 （     ）      －  

視   力  １ 普通  ２ 弱視  ３ 喪失 
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聴   力  １ 普通  ２ やや難聴  ３ 難聴 

言 語 機 能  １ 普通  ２ 障害あり  ３ 喪失 

記   憶  １ 普通  ２ やや悪い  ３ 悪い 

意思の疎通  １ 普通  ２ やや悪い  ３ 悪い 

歩   行  １ 自立  ２ 杖歩行  ３ 一部介助  ４ 全部介助 

外   出  １ 自立  ２ 杖歩行  ３ 一部介助  ４ 全部介助 

食 事 摂 取  １ 自立  ２ 一部介助  ３ 全部介助   

調   理  １ 自立  ２ 一部介助  ３ 全部介助   

入   浴  １ 自立  ２ 一部介助  ３ 全部介助   

着 脱 衣  １ 自立  ２ 一部介助  ３ 全部介助   

排   泄  １ 自立  ２ 一部介助  ３ 全部介助   

掃   除  １ 自立  ２ 一部介助  ３ 全部介助   

洗   濯  １ 自立  ２ 一部介助  ３ 全部介助   

 

様式第３号（第５条関係） 

 

医師の証明書 
（短期宿泊事業利用のため） 

 

対象者 住  所   

                     氏  名        

生年月日          年   月   日 

 

 上記の者は、以下のとおり、短期宿泊事業を受けられる状態であることを証明する。 

ただし、上記の者について現在以降の状態急変による不測の事故を保障するものではない。 

 

 

    １ 伝染性疾患を認めない。 

 

    ２ 胸部・腹部に特記すべき理学的異常所見を認めない。 

 

    ３ 入浴の可否     可 ・ 否 

 

    ４ その他特記事項 
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  年   月   日 

 

医療機関 所在地 

名 称 

医師名                      印   

 

 

 

様式第４号（第５条関係） 

 第     号 

                                      年  月  日 

 様 

大和高田市長      印   

大和高田市短期宿泊事業利用決定通知書 

  年   月   日付けで申請のあった短期宿泊事業の利用について、次のとおり決定した

ので通知します。 

対 象 者 

住 所  

氏 名 

 

  

短 期 宿 泊 期 間  年  月  日 から    年 月  日まで 

自己負担を要する経費  

利用施設名及び所在地  

備      考 
 

 

 

 

様式第５号（第５条関係） 

                                     第      号 

                                     年   月  日 

          様 

                              大和高田市長      印   

大和高田市短期宿泊事業利用却下通知書 
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     年  月  日付けで申請のあった短期宿泊事業の利用について、審査した結果、次のと

おり却下することに決定したので通知します。 

 

 

 

様式第６号（第７条関係） 

第       号 

                             年  月  日 

   様 

大和高田市長          印   

大和高田市短期宿泊事業利用取消通知書 

    年  月  日付け  第    号で決定した短期宿泊事業の利用を、次のとおり取り消

すことに決定したので通知します。 

対 象 者 

住 所 

 

 

氏 名 

 

 

取 消 期 日     年    月     日 

取 消 理 由  

備      考 

 

 

 

 

固定資産課税台帳の縦覧期間等（税務課） 

告示第５１号 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１６条第 3項の規定により、本市における令和３年度

固定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧の場所及び期間を次のとおり告

示します。 

  令和３年３月３１日 

 

                               大和高田市長 堀内 大造   

１．縦覧場所  大和高田市役所 税務課 
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２．縦覧期間  令和３年４月１日から令和３年４月３０日までの午前８時３０分 

        から午後５時１５分まで。ただし、土曜日、日曜日及び国民の祝日 

        に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。 

 

大和高田市総合福祉会館に係る指定管理者の指定（社会福祉課） 

告示第５２号 

大和高田市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第１号）第

６条第２項の規定により、指定管理者の指定について告示します。 

令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設 

（１） 施設の名称 

大和高田市総合福祉会館 

（２） 施設の所在地 

大和高田市大字池田４１８番地１ 

２ 指定管理者となる団体 

（１） 団体の名称 

社会福祉法人 大和高田市社会福祉協議会 

（２） 団体の所在地 

大和高田市大字池田４１８番地１ 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

大和高田市総合福祉会館条例（平成１７年条例第３６号）第１７条に規定する業務 

４ 指定管理者の指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

 

大和高田市高田温泉さくら荘に係る指定管理者の指定（社会福祉課） 

告示第５３号 

大和高田市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第１号）第

６条第２項の規定により、指定管理者の指定について告示します。 

令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設 

（１） 施設の名称 

大和高田市高田温泉さくら荘 

（２） 施設の所在地 

大和高田市大字池田４４７番地 

２ 指定管理者となる団体 

（１） 団体の名称 

社会福祉法人 大和高田市社会福祉協議会 

（２） 団体の所在地 

大和高田市大字池田４１８番地１ 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

大和高田市高田温泉さくら荘条例（平成１７年条例第２５号）第１４条に規定する業務 
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４ 指定管理者の指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

大和高田市国民健康保険がん検診補助金交付要綱の一部を改正する告示（保険医療課） 

告示第５４号 

大和高田市国民健康保険がん検診補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和３年３月３１日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市国民健康保険がん検診補助金交付要綱の一部を改正する告示 

大和高田市国民健康保険がん検診補助金交付要綱（令和２年告示第３０号）の一部を次のように改

正する。 

第２条中「及び前立腺がん検診」を「、前立腺がん検診及び大腸がん検診」に改める。 

様式第１号中「大和高田市長  殿」を「大和高田市長  宛」に、 

「 

種 別 受 診 日 

乳 が ん   年  月  日 

子 宮 頸 が ん   年  月  日 

前 立 腺 が ん   年  月  日 

」を 

「 

種 別 受 診 日 

   年  月  日 

   年  月  日 

   年  月  日 

」に、 

「下に貼付」を「申請書に添付」に改め、「【領収書添付位置】」を削る。 

附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 

大和高田市放課後児童健全育成事業の届出等に関する要綱（学校教育課） 

告示第５６号 

 大和高田市放課後児童健全育成事業の届出等に関する要綱を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市放課後児童健全育成事業の届出等に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３４条の８第

２項の規定に基づき、国、都道府県及び市町村以外の者が法第６条の３第２項に規定する放課後児
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童健全育成事業（以下「事業」という。）を行う場合の届出等について必要な事項を定めるものと

する。 

（事業の開始の届出） 

第２条 本市において事業を行う者（以下「事業者」という。）は、法第３４条の８第２項の規定によ

り、あらかじめ、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号。以下「省令」という。）第

３６条の３２の２第１項各号に掲げられる事項を市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出は、放課後児童健全育成事業開始届（様式第１号）により行うものとする。 

（届出事項の変更等） 

第３条 事業者は、届け出た事項に変更があったときは、法第３４条の８第３項の規定により、変更

の日から１月以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定は、事業の休止の届出をした事業者が、休止していた当該届出に係る事業を再開した

場合について準用する。 

３ 前２項の規定による届出は、放課後児童健全育成事業変更届（様式第２号）により行うものとす

る。 

（事業の廃止又は休止の届出） 

第４条 事業者は、当該届出に係る事業を廃止し、又は休止しようとするときは、法第３４条の８第

４項の規定により、あらかじめ、省令第３６条の３２の３各号に掲げられる事項を市長に届け出な

ければならない。 

２ 前項の規定による届出は、放課後健全育成事業廃止（休止）届（様式第３号）により行うものと

する。 

（実績報告） 

第５条 事業者は、毎年４月２０日までに、前年度の事業の実施状況を市長に報告しなければならな

い。 

２ 前項の規定による報告は、放課後健全育成事業年次実績報告書（様式第４号）により行うものと

する。 

（補則） 

第６条 この告示に定めるもののほか、事業の届出等に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

様式第１号（第２条） 

  年  月  日   

大和高田市長  宛 

事業者 

住所（法人の場合は主たる事務所の所在地） 

氏名（法人名及び代表者の氏名） 

印   

放課後児童健全育成事業開始届 

児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を次のとおり開始するので、届

け出ます。 

事 業 の 内 容  
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経営者の氏名及び住所
（法人であるときは、そ
の名称及び主たる事務
所の所在地） 

 

職 員 の 定 数 
職員数： 名（放課後児童支援員：  名、補助員：  名、 

       その他（事務職員等）：  名） 

施 設 の 名 称  

施 設 の 種 類  

施 設 の 所 在 地 
 

 

建 物 そ の 他 設 備 の 

規 模 及 び 構 造 

専用区画：  ㎡［１人当たり：  ㎡］     合計：  ㎡   

そ の 他 ：  ㎡ 

建物の構造：   造 建物の階数：  階建の  階   

事業開始の予定年月日  

 

書類を添付 

□定款その他の基本約款 

□運営規程 

□主な職員の氏名及び経歴（名簿等を添付） 

□職務の内容（上記の名簿等に記載） 

□建物その他設備の図面（平面図等を添付） 

□収支予算書及び事業計画書（ただし、教育委員会がインターネット

を利用してこれらの内容を閲覧できる場合は、添付不要） 
 

 

 

 

様式第２号（第３条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長  宛 

事業者 

住所（法人の場合は主たる事務所の所在地） 

氏名（法人名及び代表者の氏名） 

印   

放課後児童健全育成事業変更届 

年  月  日に事業開始の届出を行った事業について、次のとおり変更したので、届け出ます。 

施 設 の 名 称  

施 設 の 所 在 地 

 

 

変 更 す る 事 項 

（該当する事項の番

号に○） 

１ 事業の種類及び内容 

２ 経営者の氏名及び住所 

３ 定款その他の基本約款 

４ 運営規程 

５ 職員の定数及び職務内容 

６ 主な職員の氏名及び経歴 

７ 施設の名称 

８ 施設の種類 

９ 施設の所在地 

１０ 建物その他設備の規模及び構造

並びにその図面 

１１ 事業開始の予定年月日 
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１２ その他（        ） 

変 更 内 容 

（「変更する事

項」欄において

○をした番号に

応じて記載） 

変

更

前 

 

変

更

後 

 

事 業 変 更 年 月 日  

 

【備考】 

変更する事項により、必要な書類を添付 

 

 

 

様式第３号（第４条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長  宛 

事業者 

住所（法人の場合は主たる事務所の所在地） 

氏名（法人名及び代表者の氏名） 

印   

放課後児童健全育成事業廃止（休止）届 

年  月  日に事業開始の届出を行った事業について、次のとおり廃止（休止）するので、届

け出ます。 

施 設 の 名 称  

施 設 の 所 在 地 
 

 

経営者の氏名及び住所  

事 業 廃 止 又 は 休 止 の 

年月日 
 

 

休 止 予 定 期 間 

（該当する場合のみ） 
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廃 止 又 は 休 止 の 理 由 

（ 具 体 的 に ） 

 

現に便宜を受けている児童

に 対 す る 措 置 

（ 具 体 的 に ） 

 

 

 

 

様式第４号（第５条関係） 

  年  月  日  

大和高田市長  宛 

事業者 

住所（法人の場合は主たる事務所の所在地） 

氏名（法人名及び代表者の氏名） 

印   

放課後児童健全育成事業年次実績報告書 

  年  月  日から  年  月  日までの放課後児童健全育成事業に係る状況について、次

のとおり報告します。 

事業者の氏名及び住所  

経営者の氏名及び住所  

事業実施上の呼称  

月 

別 

状 

況 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

在籍児童数       

延利用児童数       

開所日数       

１日平均利用数       

 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

在籍児童数       

延利用児童数       

開所日数       

１日平均利用数       

年間状況 
延利用児童数   人  １日平均利用数     人 

開所日数    日（うち土・日曜日開所日数  日） 
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障害児の状況 延利用児童数   人  １日平均利用数     人 

その他  

担当者（氏名、役職及び連絡先）  

（注） 

１ この報告書は、前年度の状況について、４月２０日までに提出してください。 

２ 事業の内容に変更が生じた場合は、放課後児童健全育成事業変更届（様式第２号） 

を提出してください。 

 

大和高田市児童生徒派遣費補助金交付要綱（学校教育課） 

告示第６０号 

 大和高田市児童生徒派遣費補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市児童生徒派遣費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、体育大会又は競技会に参加する小学校及び中学校の児童生徒及びその保護者の

経済的負担を軽減し、もって学校教育の振興に資するため、予算の範囲内で大和高田市児童生徒派

遣費補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象とする者は、大和高田市立小学校及び中学校に就学する児童生徒の保護者

とする。 

（補助対象とする大会等） 

第３条 補助金の交付対象とする大会は、次のとおりとする。 

（１） 公益財団法人日本オリンピック委員会が主催するジュニアオリンピック競技会又は公益財

団法人日本中学校体育連盟が主催する全国中学校体育大会 

（２） 近畿中学校体育連盟及び近畿各府県教育委員会が主催する近畿中学校総合体育大会 

（３） 音楽、演劇、美術その他文化活動を行うクラブが参加する競技会(発表会及び展覧会を含

む。)の全国大会、近畿大会若しくは西日本大会 

（４） 前３号に掲げる団体に準ずる団体が主催する全国大会、近畿大会又は西日本大会であって、

市長が適当であると認めたもの 

（補助対象とする経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、児童生徒が前条各号に掲げる大会への参加に要した経費と

し、次に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額の合計額とする。 

（１） 交通費 鉄道（バスを含む。）、船及び航空機を最も経済的な通常の経路を旅行し、可能な

限り学生割引、団体割引等を利用した額 

（２） 宿泊費 児童生徒が宿泊に要した額（飲食費を除く。）。ただし、職員等の旅費等に関する

条例（昭和２７年条例第１３号）別表７の項第１欄に定める宿泊料の額を上限とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、児童生徒１人につき、前条の規定により算出した額の２分の１の額とする。

ただし、次に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額を上限額とする。 

（１） 児童 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 全国大会 ５，０００円 

イ 近畿大会及び西日本大会 ２，５００円 

（２） 生徒 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 
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ア 全国大会 １０，０００円 

イ 近畿大会及び西日本大会 ５，０００円 

２ 前項の規定にかかわらず、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規定により市長が

援助を行っている保護者の世帯に属する児童生徒に対する補助金の額は、前項の規定により算出し

た額の全額とする。 

（補助金の交付申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする保護者は、大和高田市児童生徒派遣費補助金交付申請書（様

式第１号）にその他必要な書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、大和高田市児童生徒派遣費

補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により当該申請者に通知するものとする。 

（補助金交付規則の適用） 

第７条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付その他の手続及びこれらに係る様式については、

大和高田市補助金交付規則（平成１２年規則第５１号）の定めるところによる。 

（補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日に、大和高田市児童生徒派遣費補助金交付要綱（平成１４年教育委員会告示

第８号）に基づき、申請がなされた補助金の交付については、なお従前の例による。 

 

 

 

様式第１号（第６条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）保護者住所 

保護者氏名             印   

 

大和高田市児童生徒派遣費補助金交付申請書 

 

補助金の交付を受けたいので、大和高田市児童生徒派遣費補助金交付要綱第６条の規定に基づ

き、下記のとおり申請します。 

記 

補助対象者 

在籍学校名 

参加者数 

児童生徒氏名 

学年 

住所 

就学援助費  受給・不受給 

□省略(参加者名簿を添付するため) 

補助対象とする

大会 

名  称 

開催日時      年  月  日 ～  年  月  日 

開催場所 
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交付申請額       金            円 

添付書類 

□参加者名簿（児童生徒氏名、学年、住所及び就学援助費の受給の有無を必

ず記載すること。） 

□補助対象となる大会等の目的及び計画が明らかになる書類 

□補助対象経費の明細を確認できる書類 

□口座振込依頼書 

□その他書類（             ） 

 

 

 

様式第２号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

           様 

大和高田市長        印   

 

大和高田市児童生徒派遣費補助金（交付・不交付）決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった児童生徒派遣費補助金の交付について、下記のとおり決定

したので、通知します。 

記 

決定区分 交付  ・  不交付 

補助対象とする 

大会等の名称 

 

 

補助金交付決定額 金           円 

 

 

 

公告 

令和３年度広報誌「やまとたかだ」、「県民だより奈良」等配送業務委託に関する条件付き一般競争入

札公告（契約監理室） 

公告第２２号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和３年２月２５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 令和３年度広報誌｢やまとたかだ｣、｢県民だより奈良｣等配送業務委託 

２ 契約期間 契約締結日から令和４年３月３１日まで 

公 告 
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３ 業務内容等 仕様書のとおり 

４ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。 

（３）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成

２１年告示第８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でない

こと。 

（４）（１）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（５）貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第３条の規定

による一般貨物自動車運送事業の許可を有する者又は同法第３６条

第１項の規定による貨物軽自動者運送事業者であること。 

５ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ 一般貨物自動車運送事業の許可を受けていること又は貨物軽

自動者運送事業者であることを証する書類 

④ 履歴事項全部証明書の写し（発行後３ヶ月以内のもの） 

⑤ 印鑑証明書の写し（発行後３ヶ月以内のもの） 

上記④、⑤は、大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録

名簿に登録している者については、提出の必要はありません。 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和３年２月２５日（木）から令和３年３月９日（火）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 130 

６ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

７ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和３年３月１８日（木）午後５時１５分まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和３年３月１９日（金）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

８ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年３月２３日（火）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

９ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１０ 入札保証金 免除します。 

１１ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年３月２４日（水）午前１０時００分から 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１２ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 
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（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に４に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１３ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１４ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

農用地利用集積計画の縦覧（産業振興課） 

公告第２７号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供する。 

  令和３年３月１１日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

総合福祉会館空調改修工事に関する条件付き一般競争入札公告（契約管理室） 

公告第２８号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造  

１ 工事名 総合福祉会館空調改修工事 

２ 工事場所 総合福祉会館（大和高田市 大字池田 地内） 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年１２月２８日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）令和２年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿

の市内「管工事（空調）」若しくは「電気工事」又は市外「管工事」

に登録している者であること。 

（２）市内「管工事（空調）」及び「電気工事」登録業者は大和高田市

内に本店を有する者であること。 

（３）市外「管工事」登録業者は奈良県内に本店又は支店等（委任先

に限る。）を有する者であること。 

（４）市内「電気工事」登録業者は建設業法（昭和２４年法律第１０

０号。以下「法」という。）第３条第１項における管工事業の建設業

許可を有する者であること。 

（５）管工事における、法第２７条の２３第１項の規定による経営規

模等審査結果通知書・総合評定値通知書（有効期間内にある直近の

もの）の総合評定値が９００点以上である者 

（６）管工事に関する監理技術者又は主任技術者（契約締結時点にお

いて継続して３ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に専任で

配置できる者であること。 

（７）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者
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であること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（９）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（１０）（７）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措

置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当

する者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

よりダウンロードしてください。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

⑥ 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

⑦ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

⑧ 「管工事業」の建設業許可証明書の写し（市内「電気工事」

登録業者に限る。） 

⑨ 経営事項審査結果通知書の写し 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月６日（火）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月６日（火）まで 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 133 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和３年４月２２日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和３年４月２３日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年４月２７日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年４月２８日（水）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 
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１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（６）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

１７ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１８ 最低制限比較価格 ￥１１６，４５０，０００－（消費税等抜き） 

１９ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

浮孔小学校既存校舎解体工事（再度）に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第２９号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 浮孔小学校既存校舎解体工事（再度） 

２ 工事場所 浮孔小学校（大和高田市 中三倉堂２丁目 地内） 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年１１月２５日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）令和２年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿

の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）大和高田市格付け等級がＡ又はＢ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項における

解体工事の建設業許可を有する者であること。 

（５）建築工事に関する監理技術者又は主任技術者（契約締結時点に

おいて継続して３ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に専任

で配置できる者であること。 

（６）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（８）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（９）（６）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確 この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争
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認の申請 入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載しています。

（ダウンロード可能） 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ 「解体工事業」の建設業許可証明書等の写し 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月２日（金）まで 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月２日（金）まで 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和３年４月２２日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和３年４月２３日（金）午後５時まで 
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回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年４月２７日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年４月２８日（水）午前１０時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（５）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制限比較価格 ￥６７，１９０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 
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（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

令和３年度大和高田市ケアプラン点検業務委託に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第３０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 令和３年度大和高田市ケアプラン点検業務委託 

２ 業務期間 令和３年５月６日から令和４年３月３１日まで 

３ 業務場所 大和高田市役所 

４ 業務内容 仕様書のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（３）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（４）（１）に該当する者のほか、大和高田市が締結する契約からの暴

力団関係業者の排除措置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第

４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（５）地方公共団体等において、ケアプラン点検業務の受託実績を有

する者であること。 

（６）以下のいずれかの資格を認証取得している者であること。 

  ・プライバシーマーク【ＪＩＳＱ１５００１】 

  ・情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）【ＪＩＳＱ

２７００１】 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

よりダウンロードしてください。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ ５の（５）の要件を満たすことを証するもの（契約書等）の

写し 

④ プライバシーマーク【ＪＩＳＱ１５００１】又は情報セキュ

リティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）【ＪＩＳＱ２７００

１】の認定取得を証する書類の写し 

⑤ 履歴事項全部証明書の写し（発行後３ヶ月以内のもの） 
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⑥ 印鑑証明書の写し（発行後３ヶ月以内のもの） 

上記⑤、⑥は、大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登

録名 

簿に登録している者については、提出の必要はありません。 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和３年３月２６日（金）から令和３年４月７日（水）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の受領後速やかに行うものと

し、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日から３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和３年４月１５日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和３年４月１６日（金）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年４月２０日（火）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 
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１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年４月２１日（水）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内で、合計金額の最低価格をもっ

て入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

大和高田市新庁舎４面マルチディスプレイ機器購入に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第３１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 大和高田市新庁舎４面マルチディスプレイ機器購入 

２ 納入場所 大和高田市新庁舎（奈良県大和高田市大字大中９８番地４） 

３ 契約期間 契約締結日から令和３年７月３１日（土）まで 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「諸機器

（電気製品）」に登録している者であること。 

（２）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 140 

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

よりダウンロードしてください。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和３年３月２６日（金）から令和３年４月７日（水）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答

票によりＦＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

令和３年４月１５日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 
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令和３年４月１６日（金）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年４月２０日（火）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年４月２１日（水）午前１０時３０分から 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

高田商業高等学校ネットワーク認証基盤整備事業機器等の購入（再度）に関する条件付き一般競争入

札公告（契約監理室） 

公告第３２号 

入 札 公 告 
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次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 高田商業高等学校ネットワーク認証基盤整備事業機器等の購入（再度） 

２ 納入場所 大和高田市立高田商業高等学校（大和高田市材木町８－３） 

３ 納入期限 令和３年６月３０日 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・

事務用機器（ＯＡ機器、ソフト）」又は「諸機器（電気製品若しくは

通信機器）」に登録している者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（５）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月９日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 



令和３年４月１４日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３８７号 

 143 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答

票によりＦＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

令和３年４月２１日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和３年４月２２日（木）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年４月２７日（火）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年４月２８日（水）午前１１時００分から 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 
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（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

ＧＩＧＡスクール構想推進事業(既実施事業の追加)機器等の購入（再度）に関する条件付き一般競争

入札公告（契約監理室） 

公告第３３号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和３年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 ＧＩＧＡスクール構想推進事業(既実施事業の追加)機器等の購入（再

度） 

２ 納入場所 大和高田市立小中学校１１校 

教育委員会（大和高田市役所 サーバー室） 

３ 納入期限 令和３年６月３０日 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・

事務用機器（ＯＡ機器、ソフト）」又は「諸機器（電気製品若しくは

通信機器）」に登録している者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（５）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 
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（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月９日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答

票によりＦＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

令和３年４月２１日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和３年４月２２日（木）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年４月２７日（火）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記
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載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年４月２８日（水）午前１１時１５分から 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

都市計画法第６２条第１項の規定による事業計画の図書の写しの縦覧（都市計画課） 

公告第３４号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定により事業計画の変更を認可され、

同条第２項において準用する同法第６２条第１項の規定により、図書の写しの送付を受けたので、同

条第２項の規定により、次のとおり公告し、公衆の縦覧に供します。 

 令和３年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 施工者の名称 

   大和高田市 

２ 都市計画事業の種類及び名称 

   大和都市計画道路事業３・５・７０４号本郷大中線 

３ 事業施行期間 

   変更後の事業施行期間 平成７年１１月２８日から令和５年３月３１日まで 

４ 事業地 

（１） 収用の部分  

変更なし 

（２） 使用の部分 
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なし 

５ 縦覧場所 

   大和高田市環境建設部都市計画課 

 

 

 

教育委員会 

教育委員会３月臨時委員会の招集（教育総務課） 

教育委員会告示第５号 

 大和高田市教育委員会３月臨時委員会を次のとおり招集する。 

  令和３年３月５日 

大和高田市教育委員会教育長  梶木 義敏   

１ 日時  

令和３年３月１０日（水）午後３時３０分 

 

２ 場所  

   市役所 別棟２階 教育長室 

 

３ 議案  

第１号 教職員人事について 

第２号 その他 

・令和３年度の組織改編に向けた市長部局への協議申入れについて 

 

教育委員会３月定例委員会の招集（教育総務課） 

教育委員会告示第６号 

 大和高田市教育委員会３月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和３年３月１６日 

大和高田市教育委員会教育長  梶木 義敏   

１ 日時  

令和３年３月２６日（金）午後１時３０分 

 

２ 場所  

   市役所４階 委員会室 

 

３ 議案  

第１号 ＩＣＴ研究会の進捗状況について 

第２号 規則・要綱等の改廃・制定について 

第３号 その他 

    ・後援願いについて 

 

教育委員会３月臨時委員会の招集（教育総務課） 

教育委員会告示第７号 

 大和高田市教育委員会３月臨時委員会を次のとおり招集する。 

  令和３年３月２２日 

大和高田市教育委員会教育長  梶木 義敏   

教育委員会 
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１ 日時  

令和３年３月２３日（火）午後１時００分 

 

２ 場所  

   市役所２階 教育長室 

 

３ 議案  

第１号 市職員人事について 

 

 

 

農業委員会 

大和高田市農業委員会３月定例委員会（農業委員会） 

農業委員会告示第４号 

大和高田市農業委員会３月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和３年３月１日 

大和高田市農業委員会会長 弓場 一郎   

１ 日時 

令和３年３月５日（金曜日）午後３時 

 

２ 場所 

   総合福祉会館 ３階研修室 

３ 議案 

第１号 農地法第３条第１項についての申請の件   

第２号 農地法第５条規定による申請の件 

第３号 農地法第１８条第６項について通知の件 

第４号 農業経営基盤強化促進法第１８条第１項規定による農用地利用集積計画について  

第５号 農地法第３条第２項第５号による下限面積（別段面積）の設定について  

第６号 その他   

 

大和高田市農業委員会規程の一部を改正する告示（農業委員会） 

農業委員会告示第５号 

大和高田市農業委員会規程の一部を改正する告示を次のように定める。 

令和３年３月５日 

大和高田市農業委員会会長 弓場 一郎   

大和高田市農業委員会規程の一部を改正する告示 

 大和高田市農業委員会規程（昭和３２年８月２日農業委員会告示第５０号）の一部を次のように

改正する。 

第９条中 

農業委員会 
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「                「 

 

 

                                      

 

 

            」 

 

 

」を                」に改める。  

  附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

            

上下水道事業 

大和高田市公共下水道の供用及び処理開始の告示（水道総務課） 

上下水道事業告示第１号 

 大和高田市公共下水道の供用及び処理を開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９

条の規定により下記のとおり告示する。 

 その関連図面は、令和３年３月９日から２週間、上下水道部下水道課に備え置いて縦覧に供する。 

  令和３年３月９日 

                  （大和高田市上下水道事業管理者）  

                       大和高田市長  堀内 大造   

記 

 

１ 供用及び処理を開始する年月日 

   令和３年３月２３日 

 

２ 供用及び処理を開始する区域 

   高田川第５処理分区  東中２丁目 

   高田川第６処理分区  今里町・蔵之宮町 

   高田川第７処理分区  築山 

    

３ 供用を開始する排水施設の区域 

   大和高田市全図参照（１：１０，０００） 上下水道部下水道課にて縦覧 

 

４ 供用を開始する排水施設の分流式又は合流式の別 

   分流式 

５ 終末処理場 

   奈良県北葛城郡広陵町大字萱野４６０  奈良県第２浄化センター 

 

水道事業指定給水装置工事事業者の廃止（水道総務課） 

上下水道事業告示第２号 

公営企業 
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大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第７条の規定

により、次の者から大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者の廃止の届出があったので、同規程

第１０条第２号の規定により告示する。 

令和３年３月１９日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 事業者名     ２ 代表者名    ３ 所在地    

  西尾設備       西尾 博明     奈良県吉野郡大淀町中増７９６－１ 

 

水道料金及び下水道使用料の収納事務を委託（水道総務課） 

上下水道事業告示第３号 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規定に基づき、水道料金及び下水道

使用料の収納事務を委託したので、地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２６条の

４第１項の規定により、次のとおり告示する。 

令和３年４月１日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 委託を受けた者 

 ・第一環境株式会社 関西支店 

 ・弁護士法人 館野法律事務所 

２ 委託期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

指定給水装置工事事業者の指定（水道総務課） 

上下水道事業告示第４号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

令和３年４月９日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 事業者名     ２ 代表者名   ３ 所在地 

有限会社 きじもと   木地本 義久    奈良県吉野郡下市町大字小路１４番地  

 

配水管布設替工事（Ｓ０）・消火栓布設替工事（消０１）に関する条件付き一般競争入札公告（水道工

務課） 

上下水道事業公告第３号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和３年３月２６日 

（大和高田市上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 配水管布設替工事（Ｓ０１）・消火栓布設替工事（消０１） 
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２ 工事場所 大和高田市 日之出東本町・神楽３丁目 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年８月３１日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の管工事（水

道）に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）耐震継手配管技能者および石綿作業主任者を配置することがで

きる者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から完成検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式（管工事（水道）用）によるものとしま

す。様式については、大和高田市ホームページの「入札・契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、水道工務課にも備え

付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。） 

 とします。 

（４）受付期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月２日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道工務課  
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７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月２日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道工務課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市上水道ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和３年４月１４日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道工務課 

ＦＡＸ ０７４５－２３－３８５０ 

（３）回答期限 

令和３年４月１５日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年４月１９日（月）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 
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１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年４月２０日（火）午前９時３０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１１，７２０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

配水管布設替工事(Ｓ０２)に関する条件付き一般競争入札公告（水道工務課） 

上下水道事業公告第４号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和３年３月２６日 

（大和高田市上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 配水管布設替工事(Ｓ０２) 

２ 工事場所 大和高田市 大谷 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年８月３１日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の管工事（水

道）に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）耐震継手配管技能者を配置することができる者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２
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２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から完成検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式（管工事（水道）用）によるものとしま

す。様式については、大和高田市ホームページの「入札・契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、水道工務課にも備え

付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。） 

 とします。 

（４）受付期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月２日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道工務課  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和３年３月２９日（月）から令和３年４月２日（金）まで。た
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だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道工務課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市上水道ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和３年４月１４日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道工務課 

ＦＡＸ ０７４５－２３－３８５０ 

（３）回答期限 

令和３年４月１５日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和３年４月１９日（月）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和３年４月２０日（火）午前９時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落
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札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥７，３７０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

 

                     

議会事務局 

市長の専決処分事項の指定について（議会事務局） 

市長の専決処分事項の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、市長において専決処分す

ることができる事項を次のとおり指定する。 

１ 法律上市の義務に属する１件１００万円以下（市が加入する賠償保険及び補償保険による保険金

により解決される場合にあっては、３００万円以下）の損害賠償の額を定めること並びにこれに伴

う和解及び調停に関すること。 

２ 市営住宅の家賃の支払い又は、管理上必要な訴えの提起、和解及び調停に関すること。 

３ 支払督促の申立てに係る訴えの提起及び和解（前項に規定するものを除く。）に関すること。 

附 則 

この指定は、令和３年４月１日から施行する。 

 


